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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年４月 平成23年４月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月

売上高 （千円） 14,709,917 23,180,950 21,004,834 20,660,070 20,665,366

経常利益 （千円） 804,191 185,442 939,006 480,618 1,219,963

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 1,022,304 △947,970 204,656 △185,530 235,783

包括利益 （千円） － △941,297 314,331 △275,632 388,032

純資産額 （千円） 7,834,337 6,649,530 6,764,183 6,242,535 6,486,671

総資産額 （千円） 16,022,314 20,929,683 18,690,339 17,869,818 16,732,635

１株当たり純資産額 （円） 375.49 316.23 321.66 303.96 309.15

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 51.41 △47.52 10.31 △9.44 12.06

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 50.26 － 10.18 － 11.99

自己資本比率 （％） 47.4 30.0 34.2 33.2 36.1

自己資本利益率 （％） 16.9 － 3.2 － 3.9

株価収益率 （倍） 19.43 － 49.57 － 119.73

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 1,303,602 1,091,011 1,972,728 1,688,539 1,689,959

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △1,067,595 △1,053,454 △248,444 △831,566 △234,791

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 690,326 △900,970 △971,232 △986,907 △1,492,091

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 4,946,398 4,080,713 4,833,752 4,708,860 4,706,878

従業員数
（人）

504 821 650 622 608

(外、平均臨時雇用者数) (289) (312) (120) (109) (55)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第11期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３. 第11期及び第13期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４. 第11期において、株式会社フルスピード株式に対して公開買付けを実施いたしました。これにより、株式会

社フルスピード及びその連結子会社が第11期から提出会社の新たな連結子会社となり、主要な経営指標等に

大幅な変動があります。

５．平成24年５月１日付で１株につき400株の株式分割を行いましたが、第10期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

６．第11期及び第12期の数値は、誤謬の訂正による遡及処理後の数値であります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年４月 平成23年４月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月

売上高 （千円） 6,292,279 6,727,907 6,818,410 7,179,588 7,210,437

経常利益 （千円） 349,585 416,829 256,125 317,693 556,761

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 247,983 △254,611 320,110 36,288 416,933

資本金 （千円） 3,042,385 3,043,285 3,045,085 3,045,085 3,045,685

発行済株式総数 （株） 51,002 51,011 51,029 20,411,600 20,414,000

純資産額 （千円） 5,544,648 4,873,552 5,111,137 4,876,650 5,155,471

総資産額 （千円） 11,648,547 14,904,833 16,879,734 15,369,859 15,730,424

１株当たり純資産額 （円） 273.88 245.50 257.37 249.37 263.73

１株当たり配当額

（円）

3,600 1,800 3,000 7 7

（うち１株当たり中間配

当額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 12.47 △12.76 16.12 1.85 21.33

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 12.22 － 16.07 1.84 21.30

自己資本比率 （％） 47.6 32.7 30.3 31.7 32.8

自己資本利益率 （％） 5.7 － 6.4 0.7 8.3

株価収益率 （倍） 80.09 － 31.69 286.92 62.48

配当性向 （％） 72.2 － 46.5 378.9 30.3

従業員数
（人）

262 275 247 233 143

(外、平均臨時雇用者数) (125) (36) (27) (20) (27)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

３．第11期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４．平成24年５月１日付で１株につき400株の株式分割を行いましたが、第10期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

年月 事項

平成12年５月 東京都渋谷区にインターネットビジネス支援を事業目的とした株式会社フリービット・ドットコム

を設立。

平成12年６月 電話料金込みのダイヤルアップサービスをＮＴＴグループのISP事業者である株式会社ぷららネット

ワークス（現株式会社ＮＴＴぷらら）に対して提供開始。

平成12年８月 ISP事業者向けにPC及び携帯電話の全ての機種から利用できるWeb Mailサービスの提供開始。

平成12年９月 非通信事業者でも無料インターネット接続サービスの事業化が可能となるOEM型ISPサービスを

「OpenBit.Net」の名称で提供開始。

平成13年12月 ソニー株式会社とコンシューマエレクトロニクス機器のネットワーク化に関する取り組みで業務提

携。

平成14年12月 フリービット株式会社に商号を変更、本社を東京都渋谷区円山町に移転。

平成15年12月 IPv6対応法人向けIP電話サービス「FreeBit OfficeOne IPビジネスホン」を販売開始。

平成16年５月 OverLay Internet技術「Emotion Link」を発表。グローバルメディアオンライン株式会社（現ＧＭ

Ｏインターネット株式会社）に提供開始。

平成17年６月 設定やソフトのインストールを行わずにVPN接続を実現する新製品「OBCセキュアアクセスキー

（Emotion Link搭載）」を株式会社オービックビジネスコンサルタントに提供開始。

平成17年８月 オムロン株式会社とインターネット上で携帯電話とセンサーをダイレクトにつなぐユビキタス時代

のコントローラを共同開発。フルワイヤレスカメラとセンサーを活用したホームセキュリティ商品

「Xtyle」にEmotion Linkを提供開始。

平成18年12月 中国江蘇（こうそ）省無錫（むしゃく）市にネットワーク監視・運用センターを開設。

平成19年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。

平成19年８月 株式会社ドリーム・トレイン・インターネットを公開買付けにより買収し連結子会社化。

平成19年11月 株式会社ドリーム・トレイン・インターネットより、コアコンポーネントAPIを利用した各種ユビキ

タスサービスを「Ubicプラン」として提供開始。

平成20年２月 メディア・クルーズ・ソリューション株式会社（現ブロードアース株式会社）より「テレコミュニ

ケーション事業」を事業譲渡により譲受。

平成20年４月 コールセンター事業の唐津「SiLK Hotlines」が正式稼働開始。

平成21年２月 モバイル機器等のサーバ化を実現するソフトウェア「ServersMan」シリーズの提供を開始。

平成21年３月 メディアエクスチェンジ株式会社（現フリービットクラウド株式会社）を公開買付けにより買収し

連結子会社化。同時にその子会社である株式会社ギガプライズも連結子会社化。

平成21年９月 KFE JAPAN株式会社より、エグゼモード株式会社の全株式を取得し、連結子会社化。

平成22年３月 IPv6に標準対応した仮想データセンターサービス「MeX VDC」を提供開始。

平成22年５月 中国のビジネスパートナーである中国最大規模のデジタルコンシューマー機器メーカーのaigo

Digital Technology Co. Ltd.、以下「aigo」と合弁会社Smart Cloud（中国名：北京筋斗雲科技有

限公司）を設立。

平成22年８月 株式会社フルスピードを公開買付けにより買収し連結子会社化。同時にその連結子会社である株式

会社ベッコアメ・インターネット及びギルドコーポレーション株式会社を連結子会社化。

平成23年３月 株式会社ＮＴＴドコモのネットワークを利用したMVNO（Mobile Virtual Network Operator：仮想移

動体通信事業者）サービス「YourNet MOBILE」の提供開始。

平成24年３月 フリービットグループ 「アルファインターネット」事業を譲受。

平成24年５月 SD/USBスロットを持つあらゆる機器を瞬時にクラウド化・M2M（Machine to Machine）化するクラウ

ドアーキテクチャー「Plug in Cloud」を搭載した「Cloud@SD powerd by ServersMan」を日本及び

中国で販売開始。

平成24年９月 中国市場向けのクラウドサービス「smartVPS」の提供を目的とした子会社であるSmartVPS LIMITED

を香港に設立。

平成25年３月 スマートフォン向けクラウド型次世代VoIPシステム「CloudVoIP」のOEM提供を開始。

平成25年５月 株式会社クラストより「法人向けインターネット接続ローミング事業」を譲受。
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年月 事項

平成25年７月 株式会社ＮＴＴドコモとのL2接続でLTEサービスを開始

 株式会社フルスピードと協働してディスプレイ広告分野にて広告統合管理システムの提供を開始。

平成25年９月 ASP型MVNO導入支援パッケージ「YourNet MVNO Pack」が株式会社U-NEXTに採用。

平成25年11月 フリービットグループ総力を結集して全く新しいモバイルの仕組み「freebit mobile」をスター

ト、スマートフォンキャリア事業に参入。

 フリービットスマートワークス株式会社を設立。

平成25年12月 freebit mobileのオフラインコンセプト店舗「ATELIER freebit」の第１号店を福岡県福岡市にオー

プン。

平成26年１月 佐賀県唐津市と協働して総務省委託の「ICT街づくり推進事業」として高齢者向け見守り・健康相談

システムの実証実験を開始。

平成26年３月 freebit mobile、福岡県北九州市に「ATELIER'」をオープン、同一エリア内における店舗ネット

ワーク実験を開始。

平成26年５月 freebit mobile、愛知県名古屋市に「ATELIER freebit　名古屋大須」をオープン。
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３【事業の内容】

当社グループの連結業績は、当社及び連結子会社11社、持分法適用関連会社１社の計13社で構成されており、

「Being The NET Frontier！（Internetをひろげ、社会に貢献する）」という企業理念に基づき、インターネットに

関わるコアテクノロジーの開発、大規模システムの運用といった技術力の蓄積を強みとして、法人向け、個人向けに

インターネット関連サービスを主に提供しております。

平成26年４月30日現在における当社の連結子会社のうち、主なものは、株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット（以下、「DTI」）、株式会社ギガプライズ（以下、「ギガプライズ」）、株式会社フルスピード（以下、

「フルスピード」）、株式会社ベッコアメ・インターネット（以下、「ベッコアメ・インターネット」）及び株式会

社フォーイット（以下、「フォーイット」）であります。

（1）事業の概要について

当社グループの主な企業とセグメント及び事業の概要

会社名 セグメント区分 事業の概要

当社

（フリービット(株)）

・ブロードバンドインフラ

・クラクドコンピューティ

　ングインフラ

・次世代インターネット・

　ユビキタスインフラ

・アドテクノロジーインフ

　ラ

・その他

インターネットビジネスを展開する事業者に対して、自

社開発したインターネット関連技術のライセンス提供や

その技術を活かしたサービス提供を行っております。

ISP（＊１）事業者に対しては接続サービスを行うため

のネットワークサービス全般を提供し、メーカー等に対

してはユビキタス（＊２）ネットワークサービスを実現

するための技術提供やサービス運営の受託を行っており

ます。

 

主な連結子会社

会社名 セグメント区分 事業の概要

DTI ・B2C

・ブロードバンドインフラ

・クラクドコンピューティ

　ングインフラ

・アドテクノロジーインフ

　ラ

・次世代インターネット・

　ユビキタスインフラ

主に、個人向けISPとして、当社技術を活かしたMVNO

（＊３）や固定回線網による各種インターネット接続

サービスの提供を行っております。また、当社が開発し

たクラウド（＊４）サービスやユビキタス関連プロダク

トも提供しております。

ギガプライズ ・ブロードバンドインフラ

・クラクドコンピューティ

　ングインフラ

・その他

集合住宅向けのインターネット関連サービスの提供とユ

ビキタス関連システムの提供を行っております。

フルスピード ・アドテクノロジーインフ

　ラ

・その他

Webマーケティングをはじめとした法人向けのWeb戦略支

援サービスを提供しております。

ベッコアメ・インターネット ・ブロードバンドインフラ

・クラクドコンピューティ

　ングインフラ

・アドテクノロジーインフ

　ラ

・その他

クラウドサービスをはじめとしたインターネット関連

サービスを提供しております。

フォーイット ・アドテクノロジーインフ

　ラ

Webマーケティングをはじめとした法人向けのWeb戦略支

援サービスを提供しております。
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（2）事業系統図

当社グループにおける事業の概要を系統図で示すと、下記のとおりであります。
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（3）当社グループの事業の内容

当社グループの事業は、今後ますます社会の発展に必要となるインターネットをベースとしたインフラを提供す

る「Smart Infra提供事業」と定義しており、以下のセグメントによって、事業を推進しております。

・ブロードバンドインフラ

・クラウドコンピューティングインフラ

・アドテクノロジーインフラ

・次世代インターネット・ユビキタスインフラ

・B2C

セグメント 事業の内容

ブロードバンドインフ

ラ

ISP事業者向けに、ISPの運営に必要なネットワーク回線、モバイル接続回線、アプリケーショ

ン、課金業務、コールサポート業務を各ISP事業者のニーズに合わせてワンストップで提供し

ております。主に、当社及びギガプライズ、ベッコアメ・インターネットが行っております。

クラウドコンピュー

ティングインフラ

法人向けに、当社グループの仮想化技術と運用ノウハウによるVDC（バーチャルデータセン

ター）を中心に提供しております。また、法人がiDC（インターネットデータセンター）事業

自体を行うためのインフラも提供しております。主に、当社及びベッコアメ・インターネット

が行っております。

アドテクノロジーイン

フラ

SEO（検索エンジンの最適化）やリスティング広告（＊５）といったWebマーケティングサービ

スを中心に、法人が必要とする様々なサービスをトータルで提供しております。主に、フルス

ピード及びフォーイットが行っております。

次世代インターネッ

ト・ユビキタスインフ

ラ

仮想化（＊６）技術とIPv6（＊７）技術を特徴としたソフトウェア「ServersMan」との連携性

を活かしたユビキタス関連プロダクトを提供しております。また、ネットワーク非対応機器を

ネットワーク対応にし、クラウド化及びM2M連携を実現するアーキテクチャー「Plug in

Cloud」を様々な分野に提供しております。主に、当社及びDTIが行っております。

B2C
個人向けに、インターネット接続サービスやクラウドサービス等のインターネット関連サービ

スを提供しております。主に、DTIが行っております。

その他 上記セグメントに区分されないサービスが含まれております。
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用語解説

＊１　ISP（Internet Service Provider）

インターネット接続事業者。電話回線やISDN回線、ADSL回線、光ファイバー回線、データ通信専用回線などを通

じて、顧客である企業や家庭のコンピュータをインターネットに接続するのが主な業務。ユーザーは、ISPと契

約することによってインターネット・サービスを利用できるようになる。

＊２　ユビキタス

ユビキタスの語源はラテン語で、いたるところに存在する（遍在）という意味。インターネットなどの情報ネッ

トワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境を指し、ユビキタスが普及すると、場所にとらわれな

い働き方や娯楽が実現できるようになる。「ユビキタス・コンピューティング」、「ユビキタス・ネットワーク

社会」のようにも使われる。

＊３　MVNO（Mobile Virtual Network Operator）

仮想移動体通信事業者。携帯電話などの無線通信インフラを他社から借り受けてサービスを提供している事業者

のこと。無線通信事業の免許を受けた事業者の設備を利用することで、免許のない事業者も無線通信サービスを

提供できる。

＊４　クラウド

ソフトウェアやハードウェアの利用権などをネットワーク越しにサービスとして利用者に提供するデータセン

ターやその中で運用されているサーバ群のこと。

＊５　リスティング広告

インターネット検索エンジンで、検索されたキーワードに連動した広告を検索結果とともに、表示する仕組みの

こと。

＊６　仮想化

１台のサーバをあたかも複数台のサーバであるかのように論理的に分割し、それぞれに別のオペレーションソフ

トやアプリケーションソフトを動作させたり、複数の場所に点在するデータセンターをあたかも１つの大規模な

データセンターであるかのように運用する技術のこと。

＊７　IPv6

アドレス資源の枯渇が心配される現行のインターネットプロトコル（IP）IPv4をベースに、管理できるアドレス

空間の増大、セキュリティ機能の追加、優先度に応じたデータの送信などの改良を施した次世代インターネット

プロトコル。
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４【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
・被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

(株)ドリーム・トレイ

ン・インターネット

（注３、４）

東京都渋谷区 1,257,550 ・B2C

・クラウドコン

　ピューティング

　インフラ

・ブロードバンド

　インフラ

・次世代インター

　ネット・ユビキ

　タスインフラ

100.00

 

当社がネットワークサービ

ス、ユビキタスネットワー

クサービス及びコールセン

ターの運営・管理等を提供

しております。また、当社

は、エンドユーザー向け接

続サービスの運営を委託し

ております。

当社は、資金の借入があり

ます。

役員の兼任があります。

(株)ギガプライズ

（注２）

東京都渋谷区 195,310 ・ブロードバンド

　インフラ

・クラウドコン

　ピューティング

　インフラ

56.88

 (56.88)

当社がネットワークサービ

スを提供しております。ま

た、当社は、ソフトウェア

開発等を委託しておりま

す。

役員の兼任があります。

(株)フルスピード

（注３、５）

東京都渋谷区 799,298 ・アドテクノロジ

　ーインフラ

58.11 当社は、Web戦略支援サー

ビスを受けております。

役員の兼任があります。

(株)ベッコアメ・イン

ターネット

（注３）

 

東京都台東区 412,775 ・ブロードバンド

　インフラ

・クラウドコン

　ピューティング

　インフラ

・アドテクノロジ

　ーインフラ

100.00

 

当社は、データセンター

サービスを受けておりま

す。

役員の兼任があります。

(株)フォーイット

（注２）

東京都渋谷区 10,000 ・アドテクノロジ

　ーインフラ

58.11

 (58.11)

役員の兼任があります。

その他６社      

（持分法適用関連会社）

その他１社

    

 

 

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

　　　　２．議決権の所有・被所有割合欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．当社の特定子会社であります。

４．株式会社ドリーム・トレイン・インターネットについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1）売上高 5,901,470千円

 (2）経常利益 935,553千円

 (3）当期純利益 568,374千円

 (4）純資産額 5,456,280千円

 (5）総資産額 7,721,317千円

５．株式会社フルスピードは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えていますが、同社は有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記載を省略して

おります。
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５【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

平成26年４月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

ブロードバンドインフラ 161（19）

クラウドコンピューティングインフラ 29 （8）

アドテクノロジーインフラ 198（23）

次世代インターネット・ユビキタスインフラ 3 （0）

B2C 53 （2）

その他 2 （0）

全社（共通） 162 （3）

合計 608（55）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託社員）は、年間の平均人員を（　）外数で

記載しております。

（2）提出会社の状況

平成26年４月30日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

143（27） 35.7 5.73 5,148,653

 

セグメントの名称 　従業員数（人）

ブロードバンドインフラ 40（24）

クラウドコンピューティングインフラ 4 （0）

次世代インターネット・ユビキタスインフラ 2 （0）

その他 2 （0）

全社（共通） 95 （3）

　合計 143（27）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、

年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）は、管理部門及びセグメントに分けられない技術部門の従業員であります。

４．提出会社の従業員数が前事業年度末に比べ90名減少したのは、平成25年11月にフリービットスマートワーク

ス株式会社を設立し、唐津事業所の従業員が転籍したことによるものであります。

 

（3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当社グループは、前中期経営計画「SiLK VISION 2013」にて完備した４つのレイヤー（ブロードバンドインフ

ラ、クラウドコンピューティングインフラ、アドテクノロジーインフラ、次世代インターネット・ユビキタスイン

フラ）を垂直統合し、一気通貫でサービスを提供するMCI（Multi Layer Component Integration）戦略のもと、将

来の成長が予想される３つの領域「モバイル革命」「生活革命」「生産革命」への徹底した顧客志向のサービス投

入をテーマとし、以下の平成26年４月期の基本方針に則り取組みを進めました。

＜平成26年４月期基本方針＞

・LTEサービス開始、「YourNet MVNO Pack」によるパートナー制度立上げ及び独自マーケティング手法によるBtoC

向けモバイル事業の本格立上げ

・YouriDCのOEM提供及び回線／クラウド／アプリの統合による競争力のあるコスト構造とサービスによるクラウド

事業の成長

・株式会社フルスピード（以下、「フルスピード」）と当社技術を融合したDSP／3PASの広告配信サービスの共同

展開によるアドテクノロジー領域の成長

・M2M／ビッグデータ技術を利用した医療周辺サービスの展開及びServersMan各種ライセンスの積極展開等による

新規事業の立上げ

・不正再発防止のための取組み等グループ管理機能の強化及び成長事業におけるコスト管理体制の徹底

・グループブランド構築、戦略的開発及び構造改革のための戦略的投資の実行

当連結会計年度においては、重点事業であるモバイルの成長とグループシナジーを活かしたアドテクノロジー

サービスの拡大が寄与したこと等により、売上高は前連結会計年度を上回り、営業利益・経常利益・当期純利益に

ついても前連結会計年度比で大幅な増益を達成いたしました。モバイル領域においては、株式会社ＮＴＴドコモと

のL2接続によるLTEサービスの本格参入を果たし、回線（3G／LTE／固定網）+クラウド環境（MVNOバックオフィス

環境）+ユーザーサポート+ミドルウエア（ServersMan SiLK OS）+端末までをパッケージした「YourNet MVNO

Pack」の提供を開始したこと及び本パッケージの第１弾として、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット

（以下、「DTI」）より「ServersMan SIM LTE」の提供を開始したことにより利益貢献いたしました。さらに、通

話基本料及びパケット通信代（3G回線常時接続代）を合せて月額1,000円（税抜）、独自開発の端末「PandA」の料

金を合わせて月額2,000円（税抜）からのスマートフォンサービス「freebit mobile」を提供開始し、国内既存の

スマートフォンサービス平均利用料金の約１／３の料金を実現いたしました。また、アドテクノロジーインフラに

おいては、膨大なコンピューティングパワーとビッグデータ解析技術を活用した広告統合管理システムをはじめ、

アドテクノロジー領域の新サービスが軌道に乗り始めたこと等から営業利益が順調に増加いたしました。一方、ブ

ロードバンドインフラにおいては、固定網の減少傾向が一旦終息したこと及びISP事業者の買収戦略の再開により

契約者数が増加したことに加え、「YourNet MVNO Pack」導入の大手事業者におけるユーザー獲得が進んだことに

より売上高は増加いたしましたが、固定網の成長鈍化を想定した基幹網の大規模な再構築にかかる先行投資費用等

が期初計画どおりに発生いたしました。また、クラウドコンピューティングインフラにおいては、VDCの大型案件

の導入・稼働が進んだものの、子会社の株式会社ベッコアメ・インターネット（以下、「ベッコアメ・インター

ネット」）の不正取引における過年度の会計処理の訂正及び再発防止のための体制変更等に時間を要し、さらに旧

経営陣作成の予算を厳密に精査し直したこと等から、事業の進捗に遅れと計画差異が生じました。

以上の結果、売上高は20,665,366千円（前連結会計年度比0.03％増）、営業利益は1,320,797千円（前連結会計

年度比41.1％増）、経常利益は1,219,963千円（前連結会計年度比153.8％増）となりました。なお、平成25年５月

に発覚いたしましたベッコアメ・インターネットの不明瞭な取引及び会計処理に関する特別調査委員会の調査結果

を踏まえ、フルスピードを連結子会社化した平成23年４月期まで遡る過年度の決算の修正、再発防止策の作成等を

行いましたことから、本件に関する一連の作業に掛かる費用が169,660千円発生いたしましたが、営業利益・経常

利益の増加により、当期純利益は235,783千円（前連結会計年度は185,530千円の当期純損失）となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　ブロードバンドインフラ

　戦略的なISP事業の買収及びMVNOサービス拡販による固定回線依存体質からの脱却を進めた結果、モバイル通

信の契約数は順調に推移いたしました。その結果、売上高は7,765,650千円（前連結会計年度比2.3％増）となり

ましたが、固定回線の契約数減少及び固定網減少を見越した基幹網の再構築にかかる先行投資費用が発生したこ

と等により、セグメント利益は811,317千円（前連結会計年度比13.6％減）となりました。

②　クラウドコンピューティングインフラ

　売上変動の激しいゲーム業界以外の顧客開拓を図り、昨今のニーズの高まりにより市場拡大が予測されるディ

ザスタリカバリ市場への参入に向けたサービス開発や主力サービスであるVDCにおける大型案件の導入を積極的

に進めてまいりました。一方、ベッコアメ・インターネットの不正取引にかかる対応に時間を要し事業進捗に遅

れが生じ、また、同社が運営するデータセンターの再構築にかかるコスト等が発生いたしました。以上の結果、

売上高は2,216,913千円（前連結会計年度比4.2％減）、セグメント損失は74,076千円（前連結会計年度は39,087

千円のセグメント損失）となりました。

③　アドテクノロジーインフラ

　子会社のフルスピードの構造改革が終了し、利益基調へと進んだことから、アドテクノロジーへの転換を企図

した新規サービスの本格的な拡販が始動いたしました。当連結会計年度におきましては、潤沢なネットワーク及

びコンピューティングリソースにより継続的な差別化が可能と想定される広告主によるリアルタイムの広告入札

と配信先選定をテクノロジーで自動化する広告配信システムを開発し、平成25年７月に第１弾をリリースしたこ

とから、本サービスの取引社数が順調に増加いたしました。以上の結果、売上高は7,438,675千円（前連結会計

年度比0.5％減）、セグメント利益は566,206千円（前連結会計年度比31.5％増）となりました。

④　次世代インターネット・ユビキタスインフラ

M2M領域においてのコアコンポーネントである「Cloud@SD」の開発を進め、シンプルなソリューションによる

顧客提案の拡大を継続しております。当連結会計年度においては、家電販売における赤字幅を大幅に縮小し、利

益率の高い独自性のあるソリューションへのシフトを推進いたしました。以上の結果、売上高は35,650千円（前

連結会計年度比77.3％減）、セグメント損失は230,020千円（前連結会計年度は296,317千円のセグメント損失）

となりました。

⑤　B2C

　子会社のDTIにおいて、成長著しいモバイル・クラウド領域における戦略的サービスを投入いたしました。中

でも、月額467円（税抜）で最大250Kbpsでの常時接続が可能なエンドユーザー向けの無線通信サービス

「ServersMan SIM LTE」、当社の特許技術を採用したスマートフォン向けIP電話サービス「ServersMan 050」

等、MVNOサービスの提供に注力いたしました。さらに、平成25年11月に開始した端末代を含め月額2,000円（税

抜）からのスマートフォンサービス「freebit mobile」も順調に立ち上がり、モバイルユーザー数の拡大に寄与

いたしました。以上の結果、売上高は5,062,354千円（前連結会計年度比15.1％増）、セグメント利益は845,955

千円（前連結会計年度比41.3％増）と大幅な増益となりました。
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セグメント別売上高及びセグメント損益  　(単位：千円）

区分 売上高
セグメント利益
又は損失（△）

ブロードバンドインフラ 7,765,650 811,317

クラウドコンピューティングインフラ 2,216,913 △74,076

アドテクノロジーインフラ 7,438,675 566,206

次世代インターネット・ユビキタスインフラ 35,650 △230,020

B2C 5,062,354 845,955

その他 238,305 5,912

調整額 △2,092,183 △604,497

合計 20,665,366 1,320,797

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は4,706,878千円となり、前

連結会計年度末比で1,981千円減少しました。

当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、1,689,959千円の増加となりました。これは主に、保証債務の履行による支払額が

582,000千円あったものの、税金等調整前当期純利益が909,815千円、減価償却費が593,145千円及びのれん償却額

が752,979千円あったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、234,791千円の減少となりました。これは主に、貸付金の回収による収入が244,624千円

あったものの、有形固定資産の取得による支出が319,514千円及び無形固定資産の取得による支出が216,049千円

あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、1,492,091千円の減少となりました。これは主に、長期借入れによる収入が1,200,000千

円あったものの、短期借入金の純減額が284,500千円、長期借入金の返済による支出が1,862,067千円及びリース債

務の返済による支出が280,856千円あったことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、ネットワーク維持費用及びユーザーのネットワーク利用度に応じて発生する費用が費用の大半

を占め、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

前年同期比（％）

ブロードバンドインフラ（千円） 7,765,650 102.3

クラウドコンピューティングインフラ（千円） 2,216,913 95.8

アドテクノロジーインフラ（千円） 7,438,675 99.5

次世代インターネット・ユビキタスインフラ（千円） 35,650 22.7

B2C（千円） 5,062,354 115.1

報告セグメント計（千円） 22,519,244 102.7

その他（千円） 238,305 40.0

消去（千円） △2,092,183 －

合計（千円） 20,665,366 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

インターネットを取り巻く昨今の事業環境下においては、ブロードバンド固定回線の普及がひととおり進み、それ

まで急速な伸びをみせていた光回線の契約数の増加も緩やかになってきております。これに対し、モバイル端末を中

心とした次世代通信網の普及は急激に進んでおり、インターネットの利用方法も多様化しております。これにより、

インターネット業界全体においては、収益機会は増加傾向にあるものの、更なる競争激化や業界再編等が進みつつあ

ります。

こうした状況下において、当連結会計年度は中期経営計画「SiLK VISION 2016」の初年度として、顧客志向を徹底

しながら、MVNO（仮想移動体通信事業者）や医療分野、M2M（機器同士のデータのやりとり）などの新規事業を推し

進めてまいりました。これらの新規事業を支えるクラウドサービスをレイヤーにとらわれない統合的なサービスとし

て提供するため、グループ内の技術や人的リソースの連携、ネットワーク資産の効率化などを進めてまいります。

以上の取り組みにおいては、それぞれ次のような課題／対処方針があると認識しております。

(1) ブロードバンド固定回線の普及増加率減衰への対応について

スマートフォンやタブレットPCなどのモバイル端末の普及とともに、モバイル通信環境の著しい利便性の向上に

より、インターネットへの接続がこれまでの固定回線によるものからモバイルデータ通信へと加速度的にシフトし

ております。

　当社グループでは、このような環境の変化を機敏に捉え、ユーザーのニーズを見据えたサービスの提供が必要で

あると認識しております。そのためには、当社のこれまでの実績や経験に裏付けされた、利便性の高い安定した新

しいサービスの開発が重要であると認識しております。
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(2) モバイル端末を中心とした次世代通信網への対応について

MVNO事業では、無線通信インフラ（移動体回線網）を有する事業者から借り受けてサービスを提供することにな

るため、他社のMVNO事業との差別化が困難であると言われております。

当社グループでは、長年のインターネット接続サービスの提供で培ってきたネットワーク技術やノウハウを活用

し、また、グループ内の様々な付加価値サービスと組み合わせ新しい仕組みを提供することにより差別化をはか

り、より安価で高品質な無線通信サービスを提供するよう、継続的な技術開発に努めることが必要であると認識し

ております。

(3) クラウドコンピューティング事業の展開について

仮想化技術を利用したクラウドコンピューティングの市場は近年急速に広がっており、当社グループにおいても

巨大な仮想データセンターから個人利用目的のパーソナルサーバまで、様々なサービスを提供しております。

このようなお客様のデータを預かるサービスでは、安定的な運用を行うことにより、顧客との良好な関係維持に

努めることが必要です。

一方で、仮想化技術は高度な監視体制と効率的なシステムの冗長化／分散化、新しい技術の継続的な取り入れが

必要な分野であり、人的体制も含めて、継続的な運用／開発体制の強化・改善が必要であると認識しております。

(4) M2M市場への対応について

インターネットの普及により、通信分野では、これまでの人対人を中心としたものに加え、機器と機器がデータ

をやりとりするM2M通信が急激に拡大しております。このようなM2M通信においては、次世代プロトコルであるIPv6

の利用が不可欠であり、IPv6関連の技術開発を長年行ってきた当社グループにとっては大きなビジネスチャンスで

あると捉えております。

M2M通信の市場においては、従来のIPv4アドレスの枯渇の影響が深刻であるインターネット新興国においてこそ

需要が顕著であり、中でもインターネット利用人口が急激に増加している中国では、M2M通信における国策として

の事業が数多く見られます。

当社グループでは、M2M通信における中心的な役割を担うべく、国内外を問わず多くのパートナー企業との連携

や、これまでインターネットに接続することのなかった家電を取り扱うメーカー、新規の通信サービスを提供しよ

うとするサービサー等に対して、積極的に当社グループの技術・サービスを提供するように働きかけることが必要

であると考えております。そのため、新技術に関する営業力の強化、継続的な技術開発によるわかりやすいサービ

スの提供及び当社グループの技術を保護するための知財関連の強化等が肝要であると認識しております。

(5) 関係会社管理の徹底及び社内管理体制と従業員教育の強化

当社グループでは、当社のみならず各子会社を通じて、インターネットインフラを中心として多岐にわたる事業

を展開しており、各社にて新規人員の採用や教育を行っております。人員の交流も積極的に行っておりますが、事

業の拡大に伴い、さらにグループ全体の管理の徹底及び従業員教育の向上が必要であると認識しております。

そのため、子会社の計数管理の徹底、統一的な監査の実施を通じて適切な子会社管理を行い、グループ内の内部

通報制度の周知向上等を通じてコンプライアンス意識の向上に努めるとともに、企業理念や経営方針、統一的な教

育プログラムをグループ各社で共有し浸透させることで、当社グループ社員の連帯意識の強化をはかり、グループ

会社間の枠にとらわれない発展を促します。

また、内部統制の観点でも、金融商品取引法等に基づく財務報告の信頼性を確保するために必要な内部統制の整

備・構築等を行ってまいりましたが、さらにグループを通じて、内部統制強化のための連携、改善等を継続的に

行っていく必要があると認識しております。

そのため、各グループ会社の監査役、内部監査室の連携を促進し、また、継続的な従業員教育を通して、コーポ

レートガバナンスの充実及び法令遵守の徹底にグループ全社をあげて取り組んでおります。
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４【事業等のリスク】

事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項も含め、投資家の投資判断上重要と考

えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社グループ

は、これらのリスクが発生する可能性を認識した上でその発生の予防及び対応に努力する方針です。

また、以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであり、現時点では想定でき

ないリスクが発生する可能性もあります。本株式に対する投資判断は、これらの事項も十分踏まえた上で、慎重にご

検討ください。

(1）ネットワーク回線、データセンターの賃貸借契約について

当社グループは、ネットワーク回線及びデータセンターの設備の一部を自社で保有することなく、他社（主にエ

ヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、「ＮＴＴコミュニケーションズ」）、株式会社ＮＴＴド

コモ（以下、「ＮＴＴドコモ」）及び三菱電機情報ネットワーク株式会社（以下、「三菱電機情報ネットワー

ク」））の回線及び施設内に、自社の仕様に合わせた機器を設置し、顧客にサービスを提供する形態により事業展

開しております。

当社グループとしましては、ネットワーク回線及びデータセンターの設備所有者との間でサービス提供契約及び

賃貸借契約を締結し、契約期間満了後も賃貸借契約の継続を予定しております。しかしながら、所有者が何らかの

理由で、契約の継続を全部もしくは一部拒絶した場合又は契約内容の変更等を求めてきた場合には、当社グループ

の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）システム障害について

当社グループの使用するネットワーク回線及びデータセンターは、主にＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴド

コモ及び三菱電機情報ネットワークからサービス提供契約及び賃貸借契約を締結して提供を受けております。従い

まして、当該データセンターは、登録電気通信事業者として基準とされている迂回経路を確保した冗長構成、大規

模地震に耐えられる耐震構造、消火設備、停電時に備えたバックアップ電源等、24時間365日安定した運用ができ

るよう最大限の業務継続対策が講じられております。

しかしながら、サイバーアタック、システム又はハードウェアの不具合、電力会社の電力不足や大規模停電、想

定したレベルをはるかに超える地震、台風、洪水等の自然災害、戦争、テロ、事故等、予測不可能な事態によって

システム障害が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）競合について

当社の事業は、ISP事業者やインターネットを事業に活用したいと考えている機器メーカー、IT企業等に対して

ネットワークインフラ及び技術力を利用してサービスを提供することを特徴としており、事業開始時に相応の設備

投資を必要とするため、比較的参入障壁が高い事業に属していると認識しております。しかしながら、今後登場す

る可能性がある他社の競合サービスに対して技術的、価格的に優位性を保持しうる保証はありません。

特に、今後大きな発展が見込まれているユビキタスネットワーク関連市場においては、資本力、マーケティング

力において、当社より優れ、より高い知名度や専門性を有する大手企業等の参入が生じる可能性があり、競争の激

化やその対策のためのコスト負担等により、当社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。

また、当社子会社の事業であるISP事業やデータセンター事業においては、当社グループに比べ大きな資本力、

販売力等の経営資源、幅広い顧客基盤、高い知名度を有している企業が存在します。このような中で、商品の差別

化を図るべく諸々の施策を展開しておりますが、他社の競合サービスに対して優位性を保持しうる保証はありませ

ん。こうした競合他社との競争がさらに激化した場合には、収益性や販売力が低下し、当社グループの経営成績な

どに影響を及ぼす可能性があります。

(4）法的規制について

当社及び当社子会社である株式会社ドリーム・トレイン・インターネット（以下、「DTI」）、株式会社ギガプ

ライズ（以下、「ギガプライズ」）及び株式会社ベッコアメ・インターネット（以下、「ベッコアメ・インター

ネット」）は、いずれも電気通信事業者として総務省に届出を行っており、電気通信事業法及び関連する省令等を

遵守しております。現在のところ、電気通信設備規模より総務大臣による登録を必要としないため、当該法令上届

出の取り消し事項等はなく、また、当該法令等による当社グループの事業に重要な影響を及ぼす規制の強化が行わ

れるという認識はありませんが、今後、これらの法律及び省令が変更された場合や当社グループの事業展開を阻害

する規制がなされた場合には、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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また、インターネットの普及に伴い、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に

関する法律（プロバイダー責任制限法）」や「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律」が施行されるな

ど、インターネットに関する法令整備が進んでおります。「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発

信者情報の開示に関する法律」の分野においては、発信者情報の開示の手続につき新たなルールを設けるなど、イ

ンターネット業界内でも対応が進んでおり、当社グループも業界団体と連携しながら対応を進めておりますが、今

後新たにインターネット関連業者を対象とした法的規制等が制定された場合、当社グループの業務が一部制約を受

け、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）知的財産権について

　近年、ソフトウェア業界における標準化団体などにより標準仕様に採用された技術もしくはユーザーによる広い

支持を得て実質的な標準となっている技術について、当該技術と抵触する特許権の存在が主張されるケースが散見

しております。また、各国における知的財産の保護強化政策は、一層積極的に推し進められている状況にありま

す。

このような状況下において、当社グループにおきましても特許として登録される可能性のある独自技術について

は特許出願を行うことにより権利化を図るとともに、第三者の知的財産権を侵害する事態を可能な限り回避するべ

く努力しております。

しかしながら、当社グループが事業の展開を進めている各国において成立している特許権の全てを検証し、さら

に将来的にどのような特許権が成立するかを正確に把握することは困難です。このため、当社グループの事業に現

在利用されている技術と抵触関係をなす特許権などの知的財産権を第三者が既に取得している可能性や将来的に当

社グループの事業における必須技術と抵触関係をなす特許権などの知的財産権が第三者に取得される可能性を完全

に否定することはできず、そのような可能性が現実化した場合には、当該特許権の知的財産権に関する侵害訴訟の

結果として当社グループに損害賠償義務が課せられたり、当社グループの事業の全部あるいは一部が差し止められ

て継続できなくなる可能性があります。

(6）情報の漏洩について

当社及び当社子会社であるDTI、ギガプライズ及びベッコアメ・インターネットは電気通信事業者であり、当社

グループの保有するデータベースには、消費者の通信行為にかかる通信記録及びサービス利用者の個人情報がデー

タとして蓄積されております。このため、当社グループ各社は、個人情報保護法に定める個人情報取扱事業者に該

当し、個人情報の取扱についての規制の対象となっております。

当社グループでは、これら情報の重要性に鑑み、情報保護に関する各種規程を定め、技術的措置、従業員教育、

外部委託先との機密保持契約を締結するなど厳格に運用しており、プライバシーポリシー等を定めて当社グループ

各社のサイトに提示しております。

現時点までにおいて、情報管理に関する重大な事故やトラブルの発生は認識しておりません。しかし、これら情

報等が何らかの形で外部漏洩したり、不正使用されたりする可能性が完全に排除されているとはいえません。ま

た、これらの事態に備え、個人情報漏洩に対応する保険に加入しておりますが、すべての損失を完全に補填するも

のではありません。

従いまして、これらの事態が起こった場合、とりわけ通信記録の漏洩が発生した場合には、監督官庁より業務改

善命令が発せられる可能性もあり、当社グループへの損害賠償請求や当社グループの信用の低下等によって当社グ

ループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7）当社グループの組織体制について

①　人材の確保について

当社グループが今後も継続して成長していくためには、優秀な人材を確保し、育成していくことが重要である

と考えており、積極的に採用活動を進めております。

しかしながら、インターネット市場の急速な拡大で専門的知識や技術を有する人材が恒常的に不足しており、

今後、当社グループが必要とする数の人材を適時に確保できる保証はなく、人員計画に基づいた採用が行えな

かった場合、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

②　会社規模について

当社及び当社子会社は、事業規模の拡大や多様化に対応するべく、人員増強及び内部管理体制の充実を図り、

また、同時に福利厚生の充実、教育体制の確立により人員の社外流出の防止にも努めていく方針であります。し

かし、人材等の拡充が予定どおり進まなかった場合や予想外の人員の社外流出が生じた場合には業務運営に支障

をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(8）資金調達について

当社グループでは、ネットワーク並びにサーバ設備、ソフトウェア、システム等の開発及び調達等に投資し、当

社グループのサービスの更なる差別化を推進して事業拡大を図る計画ですが、計画を実行する上で必要な投資資金

の確保が困難な場合、事業機会を逸し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(9）ストック・オプションについて

当社は、役員及び従業員に対し、経営参画意識及び企業価値向上への関心を高め、株主の利益を重視した業務展

開を図ることを目的として、平成26年４月30日現在、ストック・オプションを従業員１名に付与しております。同

ストック・オプションの潜在株式は72,000株であり、発行済株式総数19,545,200株（自己株式を除く。）の0.36％

に相当しております。

これらのストック・オプションが行使された場合、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株価形成に影響を

与える可能性があります。また、当社は、上記目的のもとに今後もストック・オプションの付与を行う可能性があ

りますが、この場合は株式価値の希薄化をさらに招く可能性があります。

（10）アドテクノロジー事業について

インターネット広告市場は、景気の変動に比例して広告支出量が変化するため、市場の変化や景気の影響を受け

やすい特徴があります。

　アドテクノロジー事業を行う株式会社フルスピード（以下、「フルスピード」）は、この影響を受けにくい事業

構造への転換に努めておりますが、市場における国内外の経済動向や景気変動が著しい場合、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。

（11）M&A等について

①　事業拡大に伴うリスク

当社グループは、事業リソースの補完及び強化を目的に企業買収等を実施し、事業規模の拡大をはかっており

ます。対象となる企業の事業面や法務面、財務面についてデューデリジェンスを実施し、事前にリスクの把握を

行うよう努めておりますが、買収後に不測の債務などが発生した場合や経営環境、事業環境の変化によって当初

想定したグループシナジーによる成果が十分に得られなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

②　のれんの計上によるリスク

当社グループは、平成22年８月にフルスピード及びその連結子会社を買収し、それに伴うのれんを計上してお

ります。買収にあたっては、事前にデューデリジェンスを実施し、適正な価格算定を行っておりますが、経営環

境や事業環境の変化等により期待した成果が十分に得られなかった場合などの減損損失の発生によって、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手先名 契約の名称 契約内容 契約期間

フリービッ

ト(株)（当

社）

　（注１）

エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ(株)

「DSU提供サービス」

「AP提供サービス」

基本契約書

データセンター及びア

クセスポイントの保守

及び運用の業務委託に

関する契約

平成12年７月１日から平成13

年３月31日まで。ただし、期

間満了３ヶ月前までに当事者

のいずれからも解約の申し出

がない場合は、更に１年間延

長するものとし、その後も同

様とする。

フリービッ

ト(株)（当

社）

　（注２）

エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ(株)

覚書 ギガイーサプラット

フォームを利用するに

あたりその利用条件を

定める覚書

　（注３）

平成15年11月１日から平成16

年10月31日まで。ただし、期

間満了１ヶ月前までに当事者

のいずれからも解約の申し出

がない場合は、更に１年間延

長するものとし、その後も同

様とする。

フリービッ

ト(株)（当

社）

　（注４）

東日本電信電話

(株)、西日本電信電

話(株)

相互接続協定書 ＮＴＴフレッツ網の相

互接続に関する条件を

定める協定書

平成13年３月22日から。終了

期については、東日本電信電

話(株)及び西日本電信電話

(株)が総務大臣に届け出てい

る接続に関する契約約款によ

る。

フリービッ

ト(株)（当

社）

　（注２）

エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーション

ズ(株)

モバイルアクセス

サービス等に係る提

供条件特約書

モバイルアクセスサー

ビス契約約款及びポー

タブルIPサービス契約

約款についての特約事

項に関する契約。

平成23年３月１日から平成25

年２月28日まで。ただし、期

間満了30日前までに当事者の

いずれからも解約の申し出が

ない場合は、更に１年間延長

するものとし、その後も同様

とする。

フリービッ

ト(株)（当

社）

（注５）

 

(株)ＮＴＴドコモ 卸Ｘｉサービスの提

供に関する契約書

ＬＴＥ通信の卸携帯電

話サービスに関する契

約

合意による解除又は卸Ｘｉ

サービスが廃止されるまで

フリービッ

ト(株)（当

社）

（注５）

 

(株)ＮＴＴドコモ 卸ＦＯＭＡサービス

の提供に関する契約

書

３Ｇ通信の卸携帯電話

サービスに関する契約

 

合意による解除又は卸ＦＯＭ

Ａサービスが廃止されるまで

 

(株)ドリー

ム・トレイ

ン・イン

ターネット

　（注６）

三菱電機情報ネット

ワーク(株)

コロケーションサー

ビス契約書

データセンターサーバ

機器のコロケーション

及び保守に関する契約

平成21年４月から平成23年３

月まで。ただし、期間満了ま

でに当事者のいずれからも解

約の申し出がない場合は、更

に１年間延長するものとし、

その後も同様とする。

(株)ベッコ

アメ・イン

ターネット

　（注７）

(株)サンアップ 定期建物賃貸借契約 建物一棟利用するにあ

たっての定期建物賃貸

借契約

平成18年２月28日から平成28

年２月27日まで
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契約会社名 相手先名 契約の名称 契約内容 契約期間

(株)フルス

ピード

　（注８）

ヤフー(株) 代理店契約 ヤフー(株)の広告型検

索サービスの提供に関

する契約

平成18年３月１日から平成19

年２月28日まで。ただし、有

効期間満了の１ヶ月前までに

延長拒絶又は変更の申入れが

ない限り１年間自動延長さ

れ、その後も同様とする。

(株)フルス

ピード

　（注９）

Google(株) Googleアドワーズ標

準契約条件の日本広

告代理店及び直接請

求広告主用付属文書

Google(株)の日本広告

代理店として広告を行

う権利、請求・支払条

件を規定した契約

平成16年10月18日から期間の

定めのない契約

（注）１．本契約は、当社が利用するデータセンター及びアクセスポイントの設置・保守・運用に関するものであり、

当社の各種インターネット関連サービスにおいて必要不可欠な契約であります。

２．本覚書は、当社が利用するネットワークの運用に関して詳細を定めるものであり、当社の各種インターネッ

ト関連サービスにおいて重要な契約となっております。

３．ギガイーサプラットフォームとは、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社の拠点内に設置され

た顧客の機器を高速イーサネットインターフェースで接続する閉域通信サービスのことであります。

４．本協定は、当社が提供するフレッツサービスにおける東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

との接続条件を定めた協定書であり、当社の重要なサービス要素を定める協定となっております。

５．本契約は、当社が提供するMVNO（仮想移動体通信事業者）サービスにおいて、株式会社ＮＴＴドコモから無

線接続網を借り受けるための契約であり、当社のMVNO関連事業に必要不可欠な契約であります。

６．本契約は、株式会社ドリーム・トレイン・インターネットが利用するデータセンターの設置・保守に関する

ものであり、当社グループの各種インターネット関連サービスにおいて必要不可欠な契約であります。

７．本契約は、株式会社ベッコアメ・インターネットが浅草のデータセンター及び事務所利用するにあたって

の、利用条件を定めるものであります。

８．本契約は、検索結果ページ上に、特定の検索キーワードに対して高い入札結果を提示した顧客順に、当該顧

客へのリンクを表示する広告型検索サービスを提供する契約であり、検索キーワードに関連するインター

ネット広告の重要な機能を持つ契約であります。

９．本契約は、Googleの日本における広告代理店としての地位を示す重要な契約であります。

６【研究開発活動】

　当社グループは、当社Ｒ＆Ｄ部及びプロダクト開発部を中心として、研究開発活動を行っております。

　当連結会計年度においては、モバイル領域におけるL2接続下での通信技術及び運営技術の研究・開発を主に行いま

した。

　なお、当連結会計年度の研究開発活動は、ブロードバンドインフラ及びクラウドコンピューティングインフラにお

ける技術開発の過程で実施されているものであり、支出は3,077千円となりました。

　今後も新規需要の喚起が必須である分野に対して、引き続き積極的な技術・アプリケーションの研究開発を努力し

てまいります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成し

ています。その作成は、経営者による会計方針の選択及び適用並びに資産・負債及び収益・費用の報告数値に影響

を与える見積りを必要とします。経営者は、過去の実績等を勘案して合理的な見積りを行っていますが、見積り特

有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積りと異なる場合があります。

なお、当社グループの連結財務諸表の作成に際して採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．

連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、重点事業であるモバイルの成長やグループシナジーを活かしたアドテクノロジー

サービスの拡大があったこと等により、前連結会計年度比0.03％増の20,665,366千円となりました。

当連結会計年度の営業利益は、株式会社ＮＴＴドコモとのL2接続をはじめとしたモバイル領域における通信イン

フラの整備が進んだことや、アドテクノロジー領域の新サービスが軌道に乗り始めたこと等から、前連結会計年度

比41.1％増の1,320,797千円となりました。

当連結会計年度の経常利益は、営業利益の増加に加え、持分法による投資損失及び貸倒引当金繰入額が減少した

こと等により、前連結会計年度比153.8％増の1,219,963千円となりました。

当連結会計年度の当期純損益は、連結子会社の株式会社ベッコアメ・インターネットにおける不明瞭な取引及び

会計処理について、過年度の決算修正、再発防止策の作成等を行ったことによる過年度決算訂正関連費用が

169,660千円発生したものの、営業利益・経常利益の増加により、235,783千円の当期純利益（前連結会計年度は

185,530千円の当期純損失）となりました。

　なお、当社グループの当連結会計年度の経営成績の詳細につきましては、「１．業績等の概要　(1）業績」に記

載しております。

(3）財政状態の分析

①　資産の部

当連結会計年度の総資産は、前連結会計年度末比1,137,183円減少の16,732,635千円となりました。

これは主に、受取手形及び売掛金が212,306千円、繰延税金資産が271,344千円及びのれんが770,451千円減少

したことによるものです。

②　負債の部

当連結会計年度の負債合計は、前連結会計年度末比1,381,318千円減少の10,245,964千円となりました。

これは主に、未払金が248,087千円増加したものの、短期借入金が287,500千円、１年以内返済予定の長期借入

金及び長期借入金が662,067千円及び債務保証損失引当金が582,000千円減少したことによるものです。

③　純資産の部

当連結会計年度の純資産合計は、少数株主持分や当期純利益による利益剰余金の増加により、前連結会計年度

末比244,135千円増加の6,486,671千円となり、この結果、自己資本比率は36.1％となりました。

(4）資本の財源及び流動性についての分析

①　キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１．業績等の概要　(2）キャッシュ・フ

ロー」に示したとおりであります。

②　財務政策

当連結会計年度末の有利子負債は、6,080,294千円となりました。

有利子負債の内訳は、金融機関からの短期借入金1,382,500千円及び長期借入金3,688,700千円（１年以内返済

予定の長期借入金を含む）、１年以内償還予定の社債200,000千円、リース債務809,093千円となっております。

長期借入金については、主に連結子会社である株式会社ドリーム・トレイン・インターネット（以下、

「DTI」）及び株式会社フルスピード（以下、「フルスピード」）の株式取得によるものであります。長期借入

金は、DTI、フルスピード及び株式会社ギガプライズの事業活動により獲得するキャッシュ・フローにより返済

を行い、その他有利子負債については、主に当社の事業活動により獲得するキャッシュ・フローにより返済を行

う考えであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において、サービスの安定的提供、充実・強化を目的に、総額は1,018,222千円の設備投資を実施

いたしました。なお、セグメントごとの設備投資については、次のとおりであります。

ブロードバンドインフラにおいて、MVNOサービスのための設備を中心に総額339,274千円の投資を実施いたしまし

た。クラウドコンピューティングインフラにおいて、VDCサービスのための通信・ネットワーク関連サーバ設備を中

心に総額358,639千円の投資を実施いたしました。次世代インターネット・ユビキタスインフラにおいては、主な設

備投資はありません。B2Cにおいて、店舗造作設備、店舗什器機器等やサーバ機器群並びにマンション事業用設備を

中心に総額82,731千円の設備投資を実施いたしました。アドテクノロジーインフラにおいて、株式会社フルスピード

のソフトウェア開発を中心に総額156,193千円の設備投資を実施いたしました。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成26年４月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(人)建物及び

構築物

工具、器
具及び備
品

リース
資産
(有形固
定資産)

ソフト
ウエア

リース
資産
(無形固
定資産)

土地 合計

本社

（東京都

渋谷区）

ブロードバンドインフ

ラ

クラウドコンピュー

ティングインフラ

アドテクノロジーイン

フラ

次世代インターネッ

ト・ユビキタスインフ

ラ

その他

ネットワー

ク・サーバ

関連、事務

用設備等

14,487 8,361 7,995 94,217 7,391 － 132,453 134

データセン

ター

（東京都千代

田区他）

同上

ネットワー

ク・サーバ

関連設備等

3,320 4,004 636,956 5,728 9,828 － 659,839 －

SiLK

Hotlines

（佐賀県

唐津市）

ブロードバンドインフ

ラ

事務用設備

等
27,904 2,284 － 345 － － 30,534 9

研修施設

（長野県北佐

久郡軽井沢

町）

全社 研修施設 119,129 2,150 － － －

162,135

(5,935.83

㎡)

283,415 －
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(2）国内子会社
平成26年４月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（千円）

従業
員数
(人)

建物及び
構築物

土地
(面積㎡)

工具、器
具及び備
品

リース
資産
(有形固
定資産)

ソフト
ウエア

その他

リース
資産
(無形固
定資産)

合計

株式会社

ドリー

ム・トレ

イン・イ

ンター

ネット

本社

（東京都

渋谷区）

ほか５箇

所

B2C

ブロードバ

ンドインフ

ラ

クラウドコ

ンピュー

ティングイ

ンフラ

アドテクノ

ロジーイン

フラ

次世代イン

ターネッ

ト・ユビキ

タスインフ

ラ

店舗造作

設備、店

舗什器機

器、ネッ

トワー

ク・サー

バー関連

機器、事

務用設備

等

87,483 － 36,433 20,847 31,977 11,340 － 188,081 47

株式会社

フルス

ピード

本社

（東京都

渋谷区）

アドテクノ

ロジーイン

フラ

その他

本社設

備、サー

バー関連

等

51,072 － 41,346 － 113,343 85,620 － 291,383 227

株式会社

ベッコア

メ・イン

ターネッ

ト

本社

（東京都

台東区）

ブロードバ

ンドインフ

ラ

クラウドコ

ンピュー

ティングイ

ンフラ

アドテクノ

ロジーイン

フラ

その他

内装工

事・OA機

器・管理

用ソフト

ウェア等

229,439
134,895

(182.30㎡)
97,318 115,964 6,275 － － 583,893 39

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の他、連結会社以外から賃借している主要な賃借設備は、次のとおりであります。

①　提出会社

平成26年４月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（千円）

本社

（東京都渋谷区）

ブロードバンドインフラ

クラウドコンピューティングインフラ

アドテクノロジーインフラ

次世代インターネット・ユビキタスインフラ

その他

本社事務所家賃 146,751

データセンター

（東京都千代田区

他）

同上
ネットワーク・サーバ

関連
98,889

SiLK Hotlines

（佐賀県唐津市）
ブロードバンドインフラ コールセンター家賃 21,171
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②　国内子会社

平成26年４月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（千円）

株式会社ドリー

ム・トレイン・イ

ンターネット

本社

（東京都渋谷区）

B2C

ブロードバンドインフラ

クラウドコンピューティングインフラ

アドテクノロジーインフラ

次世代インターネット・ユビキタスイ

ンフラ

本社事務所家賃 77,131

同上

西大井データセン

ター

（東京都品川区）

同上
データセンター

家賃
44,432

株式会社ギガプラ

イズ

本社

（東京都渋谷区）

ブロードバンドインフラ

クラウドコンピューティングインフラ

その他

本社事務所家賃 33,835

株式会社フルス

ピード

本社

（東京都渋谷区）

アドテクノロジーインフラ

その他
本社事務所家賃 88,984

株式会社ベッコア

メ・インターネッ

ト

本社

（東京都台東区）

ブロードバンドインフラ

クラウドコンピューティングインフラ

アドテクノロジーインフラ

その他

本社事務所家

賃・事務所賃借

料

88,273

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては、グループ会議において提出会

社を中心に調整を図っております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設等

平成26年４月30日現在

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月日
完成後の
増加能力総額

（千円）
既払金額
（千円）

着手 完了

フリービット

株式会社

データセンター

（東京都千代田

区他）

ブロードバンドイン

フラ

クラウドコンピュー

ティングインフラ

ネットワー

ク・サーバ関

連設備等

355,296 －
自己資金及び

リース
平成26年５月平成27年４月 －

株式会社ド

リーム・トレ

イン・イン

ターネット

西大井データセ

ンター

（東京都品川

区）

B2C

ブロードバンドイン

フラ

クラウドコンピュー

ティングインフラ

空調機設備 150,000 － 自己資金 平成26年６月平成26年６月 －

同上 同上 同上 UPS装置 50,000 － 自己資金 平成26年９月平成26年９月 －

株式会社ベッ

コアメ・イン

ターネット

本社

（東京都台東

区）

クラウドコンピュー

ティングインフラ

データセン

ター
15,000 －

自己資金及び

リース(割賦）
平成26年７月平成26年11月 －

　（注）１．完成後の増加能力については、記載が困難なため省略しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,473,600

計 52,473,600

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成26年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年７月31日）

（注）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,414,000 20,414,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 20,414,000 20,414,000 － －

（注）上記「提出日現在発行数」に、新株予約権の行使による平成26年７月１日から本有価証券報告書提出日までの増

加株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成22年12月16日開催の取締役会決議による新株予約権の状況

区分
事業年度末現在

（平成26年４月30日）
提出日の前月末現在
（平成26年６月30日）

新株予約権の数（個） 　180 　180

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　72,000（注２、６） 　72,000（注２、６）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 580（注３、４、６） 580（注３、４、６）

新株予約権の行使期間
平成23年１月５日から

平成33年１月４日まで

平成23年１月５日から

平成33年１月４日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

　　　発行価格 　580（注６）

　　　資本組入額 290

　　　発行価格 　580（注６）

　　　資本組入額 290

新株予約権の行使の条件

新株予約権の質入、相続その他一

切の処分をすることができない。

また、新株予約権の一部行使はで

きない。

新株予約権の質入、相続その他一

切の処分をすることができない。

また、新株予約権の一部行使はで

きない。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。

新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
（注５） （注５）

（注）１．新株予約権１個当たりの発行価額は、4,600円であります。

２．当社が、当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含みます。以下同じ。）又は株式併合

を行う場合は、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる

調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

　　　　　　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率
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　　　　上記算式による調整後の株式の数は、当社普通株式の株式分割（基準日が設定されない場合の当社普通株式

の無償割当てを除きます。）が行われた場合は、その基準日の翌日以降、基準日が設定されない場合の当社

普通株式の無償割当て又は株式併合が行われた場合は、その効力発生日以降、これを適用します。

また、上記のほか、割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じて新株予約権の目的となる株式の数の調整を行うことが適切な場合は、合理的な範囲で新株予約権の目的

となる株式の数の調整を行うものとします。

　　　　ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的と

なる株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

３．新株予約権の割当日以降に、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　　　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式

の移転の場合を除きます。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

ます。

 

調整後

行使価額

 

＝

 

調整前

行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

１株当たりの時価

　既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株

式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合の調整後行使価額は、当社普通株式に係る株式分割（基準

日が設定されない場合の当社普通株式の無償割当てを除きます。）が行われた場合は、その基準日の翌日以

降、基準日が設定されない場合の当社普通株式の無償割当て又は株式併合が行われた場合は、その効力発生

日以降、これを適用します。

当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合の調整後行使価額は、払

込期日の翌日以降（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用します。

さらに、上記のほか、割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に

準じて行使価額の調整を行うことが適切な場合は、合理的な範囲で行使価額の調整を行うものとします。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の行使価

額についてのみ行われるものとします。

４．株式１株当たりの払込金額は、463,800円（以下、「当初行使価額」といいます。）とし、平成23年１月５

日から平成25年１月４日までの間に株式会社東京証券取引所（以下、「東証」といいます。）における当社

普通株式の普通取引終値（なお、当該値は、当社が割当日後、当社普通株式の株式分割又は株式併合等を

行った場合には上記の定めに準じて合理的に調整されるものとします。）が一度でも当初行使価額を上回っ

た場合、当該日の翌営業日から当該日時点の行使価額の50％に修正されるものとします。

なお、新株予約権は、上記行使価額の修正条項により、平成23年１月18日に行使価額が231,900円に修正さ

れております。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」といいます。）を行う場合には、組織再編行為の効力発生日に

おいて、新株予約権の新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」といいます。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとします。ただ

し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数を交付します。

(2）交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3）交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の種類」及び「新株予約権の目的

となる株式の数（株）」に準じて決定します。
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(4）交付する再編対象会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額において定める調整後行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案のうえ合

理的に決定される価額に交付する新株予約権１個当たりの目的となる組織再編対象会社の株式の数を乗じ

た額とします。

(5）交付する再編対象会社の新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅

い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとします。

(6）交付する再編対象会社の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じ

て決定します。

なお、新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

は下記のとおりとします。

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とします。計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとします。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。(7）譲渡による再編対

象会社の新株予約権の取得の制限

譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。

(8）その他交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定します。

(9）交付する再編対象会社の新株予約権の取得事由及び条件

新株予約権の取得事由及び条件は下記のとおりとします。

①　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書もしくは株式移

転計画書承認の議案又は当社が分割会社となる会社分割についての吸収分割契約書もしくは新設分割計

画書承認の議案について当社株主総会の承認（株主総会による承認を行わない場合には取締役会決議）

がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、新株予約権の全部を無償で

取得することができるものとします。

②　新株予約権の新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定によ

り新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができるものと

します。

③　当社は、東証における当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月平均株価（当日を含む直近の21営業日の平

均株価をいい、１円未満の端数は切り捨てます。）が、発行決議日前日の東証における当社普通株式の

普通取引終値の終値である金231,900円（以下、「決議日前日終値」といいます。）に対し、以下のと

おりの各期間について以下のとおりの一定の水準（以下、「取得条件判定水準」といい、１円未満の端

数は切り捨てます。）を一度でも下回った場合、新株予約権を無償で取得することができるものとしま

す。ただし、上記「新株予約権の行使時の払込金額」に記載の行使価額の修正事由が生じた場合には、

この限りではありません。

ⅰ　平成23年１月５日から平成23年４月４日まで

　 取得条件判定水準　決議日前日終値の80％

ⅱ　平成23年４月５日から平成23年７月４日まで

　　取得条件判定水準　決議日前日終値の100％

ⅲ　平成23年７月５日から平成24年１月４日まで

　　取得条件判定水準　決議日前日終値の125％

ⅳ　平成24年１月５日から平成24年７月４日まで

　　取得条件判定水準　決議日前日終値の150％

ⅴ　平成24年７月５日から平成25年１月３日まで

　　取得条件判定水準　決議日前日終値の175％

ⅵ　平成25年１月４日

　　取得条件判定水準　決議日前日終値の200％

６．平成24年５月１日の株式分割により、新株予約権の目的となる株式の数等を調整しております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年５月１日～

平成22年４月30日

（注１）

4,743 51,002 1,187,960 3,042,385 1,187,960 1,670,602

平成22年５月１日～

平成23年４月30日

（注１）

9 51,011 900 3,043,285 900 1,671,502

平成23年５月１日～

平成24年４月30日

（注１）

18 51,029 1,800 3,045,085 1,800 1,673,302

平成24年５月１日

（注２）
20,360,571 20,411,600 － 3,045,085 － 1,673,302

平成25年５月１日～

平成26年４月30日

（注１）

2,400 20,414,000 600 3,045,685 600 1,673,902

　（注）１．新株予約権の行使

２．株式分割による増加（１株につき400株）

（６）【所有者別状況】

平成26年４月30日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 8 27 49 22 7 11,832 11,945 －

所有株式数

（単元）
－ 6,378 11,420 8,849 4,693 51 172,720 204,111 2,900

所有株式数の

割合（％）
－ 3.13 5.59 4.34 2.30 0.02 84.62 100.00 －

（注）１．自己株式868,800株は、「個人その他」に含めて記載しております。

２．「その他法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,800株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成26年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

石田　宏樹 神奈川県逗子市 3,500,400 17.14

田中　伸明 東京都渋谷区 2,603,200 12.75

(株)オービックビジネスコンサルタント 東京都新宿区西新宿６丁目８－１ 450,000 2.20

日本証券金融(株)
東京都中央区日本橋茅場町１丁目

２－10
346,700 1.69

村井　純 東京都世田谷区 288,000 1.41

(株)ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 266,300 1.30

金子　博昭 和歌山県和歌山市 244,100 1.19

松井証券(株) 東京都千代田区麹町１丁目４ 228,100 1.11

木村　太郎 神奈川県三浦郡葉山町 208,000 1.01

楽天(株) 東京都品川区東品川４丁目12－３ 199,200 0.97

計 － 8,334,000 40.82

（注）上記のほか、自己株式が868,800株あります。

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　  　868,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　　19,542,300             195,423 －

単元未満株式 普通株式 　    　2,900 － －

発行済株式総数          20,414,000 － －

総株主の議決権 －             195,423 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,800株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数88個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年４月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

フリービット(株) 東京都渋谷区円山町３番６号   868,800 －   868,800         4.25

計 －   868,800    868,800         4.25

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 868,800 － 868,800 －

 

３【配当政策】

当社は、経営基盤及び財務体質の強化が重要であると位置付けており、内部留保を拡充し、それを投資財源とする

ことで、独自技術の開発や今後の事業拡大を行っていくことを基本方針としております。

そして、剰余金の配当につきましては、期末配当の年１回を基本的な方針としており、中期経営計画の進捗及び各

事業年度の連結業績を勘案し、適正に利益還元を実施してまいりたいと考えております。

また、当社は剰余金の配当を会社法第459条第１項の規定に基づき取締役会の決議により行う旨を定款に定めてお

ります。なお、当社は取締役会の決議により、毎年10月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款

に定めております。

当事業年度の配当につきましては、この方針に基づき、１株当たり７円の期末配当を決議いたしました。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

　平成26年６月13日

　取締役会決議
136 7
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期

決算年月 平成22年４月 平成23年４月 平成24年４月 平成25年４月 平成26年４月

最高（円） 713,000 495,000
317,000

□547
572 2,828

最低（円） 302,000 157,500
183,000

□506
362 389

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．□印は、株式分割（平成24年５月１日、１株→400株）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま

す。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成25年11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 2,345 2,828 2,117 1,624 1,525 1,818

最低（円） 509 1,701 1,375 1,013 996 980

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

最高経営責

任者
石田　宏樹 昭和47年６月18日生

平成７年８月 有限会社リセット設立、取締役就任

（注）３ 3,500,400

平成７年10月 株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット企画部ゼネラルマネージャー

平成11年４月 同社最高戦略責任者

平成12年５月 当社設立、代表取締役社長・最高経営責

任者就任

平成16年７月 当社代表取締役会長・最高経営責任者就

任

平成17年７月 当社代表取締役社長・最高経営責任者就

任（現任）

平成19年10月 株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット代表取締役社長就任（現任）

平成23年10月 当社執行役員（現任）

平成25年11月 フリービットスマートワークス株式会社

代表取締役就任（現任）

取締役副社

長
 田中　伸明 昭和42年５月１日生

平成７年８月 有限会社リセット設立、代表取締役就任

（注）３ 2,603,200

平成７年10月 株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネットマーケティング＆セールス部ゼネ

ラルマネージャー

平成８年６月 同社取締役就任

平成12年５月 当社設立、代表取締役副社長・最高業務

責任者就任

平成16年７月 当社代表取締役社長・最高業務責任者就

任

平成17年７月 当社代表取締役副社長・最高財務責任者

就任

平成19年10月 株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット取締役副社長就任（現任）

平成21年６月 株式会社ギガプライズ社外取締役就任

（現任）

平成23年５月 当社取締役副社長就任（現任）

 株式会社フルスピード代表取締役社長就

任（現任）

平成23年10月 株式会社ファンサイド取締役就任

（現任）

平成24年７月 株式会社フォーイット代表取締役就任

（現任）

平成25年６月 株式会社ベッコアメ・インターネット代

表取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
最高業務責

任者
清水　高 昭和49年２月26日生

平成８年４月 有限会社リセット入社

（注）３ 104,800

平成12年２月 同社取締役就任

平成12年５月 当社設立、取締役就任

平成17年８月 当社財務経理部ジェネラルマネージャー

平成19年10月 株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット監査役就任（現任）

平成22年７月 当社グループ経営管理本部長兼財務経理

部ジェネラルマネージャー

平成23年10月 当社執行役員（現任）

平成25年６月 株式会社ギガプライズ社外取締役就任

（現任）

平成25年７月 当社取締役就任（現任）

 株式会社フルスピード社外取締役就任

 株式会社ベッコアメ・インターネット取

締役就任（現任）

平成26年５月 当社最高業務責任者（現任）

取締役  酒井　穣 昭和47年７月10日生

平成９年４月 日製産業株式会社（現株式会社日立ハイ

テクノロジーズ）入社

（注）３ 4,000

平成12年８月 ＡＳＭＬ（オランダ本社）入社

平成18年12月 J3 Trust B.V.設立、最高財務責任者就

任

平成21年４月 当社入社戦略人事部ジェネラルマネー

ジャー

平成23年７月 当社取締役就任（現任）

平成24年３月 当社ＣＥＯ室長兼戦略人事部ジェネラル

マネージャー

平成25年７月 当社人材戦略研究所長（現任）

平成25年９月 株式会社ＢＯＬＢＯＰ代表取締役ＣＥＯ

（現任）

取締役  出井　伸之 昭和12年11月22日生

昭和35年４月 ソニー株式会社入社

（注）３ 90,000

平成７年４月 同社取締役社長就任

平成15年６月 同社代表執行役会長兼グループＣＥＯ就

任

平成18年４月 クオンタムリープ株式会社設立、代表取

締役就任（現任）

平成19年７月 当社社外取締役就任（現任）

常勤監査役  永井　清一 昭和20年５月８日生

昭和43年４月 山一證券株式会社入社

（注）４ 2,800

平成10年７月 シュウウエムラ化粧品株式会社取締役就

任

平成13年２月 三和証券株式会社顧問

平成16年３月 ＳＭＢＣフレンド証券株式会社引受部顧

問

平成17年８月 株式会社アールエフ常務取締役就任

平成18年２月 日産センチュリー証券株式会社引受本部

副本部長

平成18年11月 藍澤証券株式会社投資銀行本部長

平成21年１月 株式会社技術経営機構取締役専務執行役

員就任

平成21年７月 当社社外監査役就任（現任）

平成22年２月 株式会社ギガプライズ社外監査役就任

（現任）

平成22年10月 株式会社フルスピード社外監査役就任

（現任）

平成26年３月 株式会社ベッコアメ・インターネット監

査役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  中村　孝英 昭和19年３月１日生

昭和45年４月

 
平成７年６月

平成10年７月

平成14年６月

 
平成20年３月

 
平成22年７月

平成23年６月

 
平成25年７月

平成26年３月

石川島播磨重工業株式会社（現株式会社

ＩＨＩ）入社

同社特許契約部長

同社法務室長

株式会社ＩＨＩエアロスペース常勤監査

役就任

株式会社アドバンスト・コミュニケー

ションズ社外取締役就任

当社社外監査役就任（現任）

株式会社ギガプライズ社外監査役就任

（現任）

当社常勤監査役就任（現任）

株式会社ベッコアメ・インターネット監

査役就任（現任）

（注）５ －

監査役  川口　勉 昭和21年９月28日生

昭和46年２月 監査法人中央会計事務所入所

（注）５ －

昭和49年３月 公認会計士登録

昭和54年７月 同監査法人社員

昭和58年３月

平成14年４月

同監査法人代表社員

中央大学客員教授

平成19年８月 太陽ＡＳＧ監査法人（現太陽ＡＳＧ有限

責任監査法人）代表社員

平成22年７月 当社社外監査役就任（現任）

平成23年６月

 

 
平成26年６月

株式会社住生活グループ（現株式会社Ｌ

ＩＸＩＬグループ）社外取締役就任

（現任）

株式会社ヴィンクス社外取締役就任

（現任）

 監査役  山口　勝之 昭和41年９月22日生

平成３年４月 第一東京弁護士会登録西村総合法律事務

所入所

（注）６ 9,600

平成９年９月 NewYork Debevoise ＆ Plimpton

法律事務所勤務

平成12年８月 西村総合法律事務所（現西村あさひ法律

事務所）パートナー弁護士（現任）

平成13年３月 楽天株式会社社外監査役就任（現任）

平成19年７月 当社社外監査役就任（現任）

平成23年３月

 
平成25年９月

株式会社ジュピターテレコム社外監査役

就任（現任）

株式会社ブレインパッド社外監査役就任

 計 6,314,800

　（注）１．取締役出井　伸之は、社外取締役であります。

２．監査役永井　清一、中村　孝英、川口　勉、山口　勝之は、社外監査役であります。

３．平成26年７月30日開催の定時株主総会による選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。

４．平成25年７月30日開催の定時株主総会による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。

５．平成26年７月30日開催の定時株主総会による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。

６．平成23年７月27日開催の定時株主総会による選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時まで。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

当社では、高度な技術力とサービス開発力を軸として、魅力ある価値創造企業を目指しております。そして、

企業価値の最大化を図り、企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility）を果たしていくためには、

透明性が高く環境の変化に迅速に対応できる経営体制の確立とコンプライアンス遵守の経営を追求することが不

可欠であると考えており、企業統治体制の充実を経営の最重要課題と位置づけて積極的に取り組んでまいりま

す。

　(ⅰ) 企業統治体制の概要

当社は、取締役・監査役制度を採用しております。社外取締役及び複数の社外監査役を任用することによ

り、業務執行役員等への監視・監督の強化を図っております。

取締役会は、月に１度の開催を定例としつつ必要に応じ随時開催し、広い見地からの意思決定、業務執行の

監督を行っております。また、法令・定款・取締役会規則に定める事項のほか幅広く報告し議論し決議してお

ります。なお、取締役会には、監査役４名も出席し、取締役の業務執行について監査を行っております。

監査役会は、常勤監査役２名、非常勤監査役２名で構成されており、月に１度開催しております。各監査役

は、監査役会で策定した年間監査計画に基づき重要な会議に出席する他業務及び各種書類や証憑の調査を通じ

取締役の職務執行を監査しております。なお、監査役、内部監査室及び会計監査人は、情報交換、意見交換を

行うなどの連携により、監査機能の向上に努めております。

　(ⅱ) 企業統治の体制を採用する理由

当社は、社外取締役及び複数の社外監査役を任用するとともに、取締役による相互監視及び監査役による監

査により、経営の監視・監督機能の確保が行えるものと考え、取締役・監査役制度を採用しております。

　(ⅲ) 内部統制システムの整備の状況

当社は、内部統制システムについて以下の基本方針を取締役会において決議し、関連諸規程の整備を実施

し、社内で周知徹底を図っています。

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）当社グループは、法令及び定款を遵守するための企業行動憲章、企業理念及び社内規程を定めてお

り、これらに基づき職務を行うことを徹底しております。

２）当社グループは、法令及び定款の違反行為を使用人が知覚した場合は、監査役又は匿名性の確保され

た社外窓口に通報できる体制を整えております。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）取締役の職務の執行に係る情報（次に掲げる記録を含む。）は、書面又は電磁的記録媒体等への記録

により、法令及び社内規程に基づき適切に保存及び管理しております。

・株主総会議事録

・取締役会議事録

・その他取締役の職務執行に関する重要な記録

２）取締役及び監査役は取締役の職務の執行に係る情報の記録を随時閲覧できる体制を整えております。

ハ．損失の危険の管理に関する体制

１）当社グループでは、取締役会その他重要な会議において、事業活動に潜在する重大な損失の危険を特

定し、その重大な損失の発生を知覚した場合は、すみやかに取締役会において報告する体制を整えてお

ります。

２）当社グループでは、基幹システムの冗長構成及び耐震防火の対策を行い、事業継続可能性とそのサー

ビス品質を保っております。また、特許出願を行うことにより独自技術の権利化に努めております。

３）当社グループでは、優秀な人材の確保及び育成が重要と考え、積極的に採用活動及び教育活動を行

い、組織強化に努めております。

４）当社グループでは、プライバシーポリシーをはじめとする各種規程の周知及び技術的措置に基づくセ

キュリティ対策を行い、情報管理体制を整えております。

５）当社グループでは、各部門長が業務遂行に係るリスクの定常管理を行い、従業員の相互牽制によるリ

スク管理体制を整えております。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）定例取締役会を毎月開催し、重要事項に関する意思決定を行い、取締役の職務の執行を監督する体制

を整えております。

２）取締役及び役職のある使用人で構成される会議を原則として毎週開催し、取締役会における決定事項

に基づき、これを適切に執行するための基本的事項の意思決定を機動的に行っております。

３）取締役は、取締役会で決議された組織構成及び取締役の職務分掌に基づき職務を執行しております。
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ホ．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）当社グループでは、法令及び定款を遵守するための当社グループに共通する企業行動憲章、企業理念

及び社内規程を定めており、これらを遵守し適切な取引を行うことを徹底しております。

２）取締役は、当社グループ間の取引の不正を知覚した場合は、すみやかに取締役会において報告し、監

査役の監査を受ける体制を整えております。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び取締

役からの独立性に関する事項

１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、取締役と監査役との協議の上、必

要と認められる範囲で配置する体制を整えております。

２）監査役の職務を補助すべき使用人についての任命、解任等の異動に係る事項及び業務評価の決定につ

いては、監査役会の事前の同意を得ることとしております。

３）監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役の職務を補助すべき業務に関し、取締役及び取締役会か

らの指示を受けないこととしております。

ト．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びにその他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

１）取締役は、監査役の出席する取締役会において随時その担当する業務の執行状況について報告を行っ

ております。

２）監査役は、必要に応じその求めにより、取締役会その他取締役及び使用人が出席する重要な会議に出

席できる体制となっております。

３）取締役及び使用人は、監査役の求めにより、業務執行に関する重要文書の提供及び説明を行い、監査

役の業務が円滑に行われるよう迅速かつ的確に協力する体制となっております。

４）監査役に係る規程の改廃は監査役会が行っております。

　(ⅳ）リスク管理体制の整備の状況

当社は、取締役会・執行役員会・グループ経営会議・マネージャーミーティングその他会議体にて情報を共

有し、リスクの早期発見と未然の防止に努めております。また、監査役監査、内部監査、会計監査を通じて、

潜在的な問題の発見・改善状況のフォローを通じてリスクの軽減を進めております。また、従業員からの内部

通報・相談の窓口として、コンプライアンス相談窓口並びにセクシャルハラスメント相談窓口を社内外に設

け、事業活動の問題点の洗い出しと是正に努めております。

　(ⅴ) 社外取締役及び社外監査役との責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額の合計額としております。なお、

当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因となった職務の遂行につい

て善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　(ⅵ) 取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

　(ⅶ) 取締役の選解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の解任決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、累積投票によらないものと定めてお

ります。

　(ⅷ) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を

除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。また、取締役会の決議

によって市場取引等により自己の株式を取得する旨を定めております。これは、いずれも決議を取締役会の権

限とすることにより、株主への機動的な利益還元、確保を行うことを目的とするものであります。

　(ⅸ) 取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項に基づき、取締役会及び監査役（取締役及び監査役であった者を含む。）の

同法第423条第１項の損害賠償責任を、株主総会の決議によらず取締役会の決議により、法令の限度内におい

て免除する旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できる

ことを目的とするものであります。

　(ⅹ) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定め

ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うことを目的とするものであります。
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　(ⅺ) 中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年10月31日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためで

あります。

　(ⅻ) 自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

②　内部監査及び監査役監査の状況

当社は、内部監査の組織として、内部監査室を設置し専任の担当者１名及び兼務の担当者２名が随時内部監査

規程に基づいた内部監査を実施し、監査結果を社長に報告しております。被監査部門に対しては、改善点の指

摘・勧告を行うことにより、諸業務の改善や効率化を図るとともに、不正や誤謬の発見・防止に努め、実効性の

高い監査を実施しております。また、監査役の職務を補助する人員として兼務の担当者１名を配置し、監査役に

よる監査体制の強化を図っております。

内部監査、監査役監査及び会計監査は、これらの監査の実効性を高めるために相互に補完しあい連携をするよ

う努めております。具体的には、内部監査実施時の監査役の立ち会い、監査役と内部監査室の定期的な情報交換

のための会議の開催、定常的な意見交換の機会の確保などがあります。また、監査役と会計監査の連携のため、

監査計画の策定及び監査実施状況などについて連絡会を設け、情報及び意見交換の機会を設けております。さら

に、内部監査室による内部統制監査実施時には内部統制担当及び監査役が立ち会い、定常的に内部統制に関する

情報交換の機会を設けております。

 

③　会計監査の状況

当社の会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査は、有限責任監査法人トーマツが行って

おります。有限責任監査法人トーマツからは、独立監査人としての立場から、財務諸表等に対する会計監査を受

けるとともに、内部統制及び重要な会計的課題に対しての指導を受けております。同監査法人及び当社監査に従

事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

当期における、業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成については、以下のとおり

であります。

　業務を執行した公認会計士の氏名

　指定有限責任社員・業務執行社員　　北方　宏樹

　指定有限責任社員・業務執行社員　　山澄　直史

　監査業務に係る補助者の構成　　公認会計士　　６名

　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　２名

※継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

④　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は４名であります。

社外取締役である出井伸之氏は、日本を代表する大手メーカーにおいて代表取締役社長及び会長を歴任し、企

業経営における豊富な経験をもっており、当社の経営に必要とされる総合的知見のもと取締役会にて積極的な発

言を行う等、合理的かつ的確な監督ができる人材であると考え選任しています。同氏は当社株式を90,000株保有

しております。また、同氏はクオンタムリープ株式会社の代表取締役でありますが、当社は幹部社員の研修の一

環として、同社の主催する「Club100」の会員となり、研修等に参加しております。なお、同会の年会費は3,000

千円です。当社と同社の間には、資本関係及び重要な取引関係はありません。

当社では、社外取締役に関して、当社のグループ会社の業務経験を持たない等、その職務経歴等から鑑み、特

定のステークホルダー及び当社業務執行役員等に対し、特別な利害関係がないと判断される者を含めることによ

り、公正な監督機能が維持される体制を目指しています。

社外監査役の永井清一氏は、証券会社等での業務経験で培われた、資本市場及び株式市場に関する豊富な経験

と見識を当社の監査に活かしていただきたいため選任しております。なお、同氏は当社株式を2,800株保有して

おります。また、同氏は株式会社フルスピード及び株式会社ギガプライズの社外監査役、株式会社ベッコアメイ

ンターネットの監査役であります。これらの会社は当社の子会社であります。

社外監査役の中村孝英氏は、日本を代表する企業にて長年にわたって法務部門の責任者として業務経験を培わ

れており、法令遵守の観点から当社の監査を行っていただきたく選任しております。同氏は株式会社ギガプライ

ズの社外監査役、株式会社ベッコアメ・インターネットの監査役であります。両社は当社の子会社であります。
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社外監査役の川口勉氏は、公認会計士として企業の会計監査を長年行ってきており、その経験を通じて培われ

た見識を当社の監査に活かしていただきたいため、選任しております。同氏は株式会社ＬＩＸＩＬグループの社

外取締役であります。当社と同社の間には、資本関係及び重要な取引関係はありません。

社外監査役の山口勝之氏は、弁護士として企業法務及びIT関連法務に精通した弁護士としての知識と経験に鑑

み会社の監査業務に充分な見識を有していることから社外監査役として選任しております。同氏は西村あさひ法

律事務所のパートナー弁護士であり、当社は同事務所と顧問弁護士契約を交しております。また、同氏は当社の

株式を9,600株保有しております。なお、同氏は楽天株式会社、株式会社ジュピターテレコム及び株式会社ブレ

インパッドの社外監査役であります。楽天株式会社は、当社株式を199,200株保有しておりますが重要な取引関

係はありません。株式会社ジュピターテレコム及び株式会社ブレインパッドと当社との間には、資本関係及び重

要な取引関係はありません。

当社では、当該社外監査役には、必要とされる専門的知見のもと、取締役会にて積極的かつ適切な発言を行う

等、当社におけるコーポレートガバナンスが健全に機能するよう、適宜、適切な監督・監査ができる人材を選任

しています。以上のように、当社は、社外取締役及び複数の社外監査役を任用するとともに、当社及び業務執行

取締役と特別な利害関係がなく一般株主と利益相反の生じる恐れのない複数の独立役員による客観的かつ専門的

な視点から、当社経営の適法性及び妥当性等の監視及び業務執行取締役等への管理・監督の強化を図っておりま

す。

社外取締役及び社外監査役の独立性の確保の要件につきましては、当社独自の基準又は方針は設けておりませ

んが、東京証券取引所が一般株主と利益相反が生じるおそれがあると指定する事案を勘案のうえ、中立・公正な

立場が保持されると判断され、かつ当社の経営に反映していただく専門知識と見識に優れた人材を選任し、独立

役員に指定しております。

また、取締役５名のうちの１名が社外取締役であり、監査役４名の全てが社外監査役であることから、経営に

対する監視、監督が十分に機能すると考えております。

なお、社外監査役及び会計監査人の連携・相互補完のため、監査実施状況などについて連絡会を設けるなど、

情報及び意見交換の機会を設けております。また、必要に応じ、内部統制部門による内部統制状況の報告、内部

監査室による内部監査の状況報告を行っております。

＜コーポレート・ガバナンス体制について（平成26年７月30日現在）＞
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⑤　役員報酬等

イ．報酬等の総額及び役員の員数

 

　役員区分

 

人数
（人）

　報酬等の種類別の総額（千円）
報酬等の総額
（千円）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く）
　４ 55,501 － － － 55,501

　社外役員 　６ 27,400 － － － 27,400

 　社外取締役 　１  6,000 － － －  6,000

 　社外監査役 　５ 21,400 － － － 21,400

 

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上の取締役及び監査役はおりません。

 

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内  容

12,420 1 当社従業員としての給与及び賞与であります。

 

ニ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

 

⑥　株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

４銘柄　　23,424千円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

　銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

　保有目的

第一生命保険株式会社 1 134 取引先との関係維持

 

（当事業年度）

　銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

　保有目的

第一生命保険株式会社 1 141 取引先との関係維持

 

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当する投資株式は保有しておりません。

 

ニ．保有目的を変更した投資株式の銘柄、株式数及び貸借対照表計上額の合計額

該当する投資株式は保有しておりません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 36,000 － 72,000 －

連結子会社 65,500 － 80,500 －

計 101,500 － 152,500 －

（注）１．当連結会計年度の監査証明業務に基づく報酬には、提出会社には38,000千円、連結子会社には23,000千円の

過年度決算訂正に係る報酬等が含まれております。

２．前連結会計年度は、上記以外に前連結会計年度の監査に係る追加報酬の額が7,000千円あります。

②【その他重要な報酬の内容】

　（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

　（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　監査が公正かつ十分に、また、効率的に実施されることを目的とし、監査手続きの内容及び合理的な監査工数

について監査公認会計士と検討・協議を行い、合意した計画工数に基づき監査報酬額を決定しております。

　監査報酬額に関する契約締結に際しては、監査役会の同意のうえ、取締役会が決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当連結会計年度（平成25年５月１日から平成26年４月30日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当事業年度（平成25年５月１日から平成26年４月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年５月１日から平成26年４月

30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年５月１日から平成26年４月30日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切かつ適宜把握す

る体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し情報収集に努めるとともに、監査法人等の主催する

セミナーに適宜参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当連結会計年度
(平成26年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,685,302 4,761,917

受取手形及び売掛金 3,159,885 2,947,579

商品及び製品 119,081 84,388

仕掛品 11,063 2,652

原材料及び貯蔵品 6,089 4,908

前払費用 224,790 219,889

繰延税金資産 463,257 282,522

未収入金 1,561,112 1,545,871

その他 569,229 340,194

貸倒引当金 △263,558 △159,139

流動資産合計 10,536,253 10,030,784

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 424,249 ※２ 596,614

土地 ※２ 334,215 ※２ 334,215

リース資産（純額） 598,671 783,794

その他（純額） 220,488 223,192

有形固定資産合計 ※３ 1,577,624 ※３ 1,937,816

無形固定資産   

のれん 3,670,893 2,900,441

ソフトウエア 298,813 247,410

ソフトウエア仮勘定 65,089 131,277

その他 41,843 37,126

無形固定資産合計 4,076,639 3,316,256

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１,※２ 1,047,064 ※１,※２ 967,117

繰延税金資産 133,897 43,287

差入保証金 445,459 376,129

その他 550,918 476,996

貸倒引当金 △498,037 ※４ △415,753

投資その他の資産合計 1,679,301 1,447,778

固定資産合計 7,333,565 6,701,850

資産合計 17,869,818 16,732,635
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当連結会計年度
(平成26年４月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 80,170 50,242

短期借入金 ※２ 1,670,000 ※２ 1,382,500

1年内返済予定の長期借入金 1,819,867 2,066,511

リース債務 224,114 256,469

未払金 2,999,618 3,247,706

未払法人税等 156,189 192,217

賞与引当金 57,658 57,144

その他の引当金 169,571 21,730

その他 ※２ 566,926 ※２ 640,565

流動負債合計 7,744,118 7,915,086

固定負債   

社債 ※２ 200,000 －

長期借入金 2,530,900 1,622,188

リース債務 409,883 552,624

繰延税金負債 21,970 20,476

債務保証損失引当金 ※５ 582,000 ※５ －

退職給付引当金 13,501 －

その他の引当金 － 7,406

退職給付に係る負債 － 15,809

その他 124,907 112,371

固定負債合計 3,883,164 2,330,877

負債合計 11,627,282 10,245,964

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,045,085 3,045,685

資本剰余金 1,673,302 1,673,902

利益剰余金 1,691,518 1,782,392

自己株式 △488,747 △488,747

株主資本合計 5,921,159 6,013,232

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,148 5,083

為替換算調整勘定 13,826 24,031

その他の包括利益累計額合計 18,974 29,115

新株予約権 3,348 828

少数株主持分 299,054 443,495

純資産合計 6,242,535 6,486,671

負債純資産合計 17,869,818 16,732,635
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年５月１日
　至　平成25年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

売上高 20,660,070 20,665,366

売上原価 ※３ 13,153,423 ※３ 12,667,047

売上総利益 7,506,646 7,998,319

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 6,570,777 ※１,※２ 6,677,522

営業利益 935,869 1,320,797

営業外収益   

受取利息 14,903 2,149

受取配当金 750 204

貸倒引当金戻入額 － 39,438

負ののれん償却額 15,329 －

その他 13,549 18,274

営業外収益合計 44,533 60,067

営業外費用   

支払利息 119,263 95,623

持分法による投資損失 218,375 42,270

その他 162,145 23,006

営業外費用合計 499,783 160,900

経常利益 480,618 1,219,963

特別利益   

投資有価証券売却益 44,296 13,461

新株予約権戻入益 － 2,520

その他 － 265

特別利益合計 44,296 16,246

特別損失   

減損損失 ※４ 12,044 ※４ 103,868

投資有価証券評価損 14,753 10,117

貸倒引当金繰入額 154,827 －

債務保証損失引当金繰入額 582,000 －

過年度決算訂正関連費用 － 169,660

その他 25,584 42,748

特別損失合計 789,209 326,395

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△264,293 909,815

法人税、住民税及び事業税 253,662 265,889

法人税等調整額 △231,317 269,918

法人税等合計 22,344 535,807

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△286,637 374,007

少数株主利益又は少数株主損失（△） △101,107 138,224

当期純利益又は当期純損失（△） △185,530 235,783
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年５月１日
　至　平成25年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△）
△286,637 374,007

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,502 △116

為替換算調整勘定 － 9,643

持分法適用会社に対する持分相当額 15,508 4,498

その他の包括利益合計 ※１ 11,005 ※１ 14,024

包括利益 △275,632 388,032

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △172,802 245,924

少数株主に係る包括利益 △102,829 142,107
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,045,085 1,673,302 2,026,355 △364,327 6,380,415

当期変動額      

剰余金の配当   △148,914  △148,914

当期純損失（△）   △185,530  △185,530

自己株式の取得    △124,419 △124,419

連結範囲の変動   △391  △391

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △334,836 △124,419 △459,256

当期末残高 3,045,085 1,673,302 1,691,518 △488,747 5,921,159

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 7,928 △1,682 6,246 828 376,694 6,764,183

当期変動額       

剰余金の配当      △148,914

当期純損失（△）      △185,530

自己株式の取得      △124,419

連結範囲の変動      △391

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△2,780 15,508 12,728 2,520 △77,639 △62,391

当期変動額合計 △2,780 15,508 12,728 2,520 △77,639 △521,647

当期末残高 5,148 13,826 18,974 3,348 299,054 6,242,535
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当連結会計年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,045,085 1,673,302 1,691,518 △488,747 5,921,159

当期変動額      

新株の発行 600 600   1,200

剰余金の配当   △136,799  △136,799

当期純利益   235,783  235,783

連結範囲の変動   △8,110  △8,110

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 600 600 90,873 － 92,073

当期末残高 3,045,685 1,673,902 1,782,392 △488,747 6,013,232

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 5,148 13,826 18,974 3,348 299,054 6,242,535

当期変動額       

新株の発行      1,200

剰余金の配当      △136,799

当期純利益      235,783

連結範囲の変動      △8,110

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△64 10,204 10,140 △2,520 144,441 152,062

当期変動額合計 △64 10,204 10,140 △2,520 144,441 244,135

当期末残高 5,083 24,031 29,115 828 443,495 6,486,671
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年５月１日
　至　平成25年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△264,293 909,815

減価償却費 514,485 593,145

のれん償却額 871,856 752,979

負ののれん償却額 △15,329 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 173,117 △191,099

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 582,000 －

受取利息及び受取配当金 △15,653 △2,354

支払利息及び社債利息 119,263 95,623

為替差損益（△は益） △158 △793

持分法による投資損益（△は益） 218,375 42,270

減損損失 12,044 103,868

過年度決算訂正関連費用 － 169,660

売上債権の増減額（△は増加） 138,517 212,240

たな卸資産の増減額（△は増加） 160,211 31,532

その他の流動資産の増減額（△は増加） △27,798 △68,634

仕入債務の増減額（△は減少） 34,122 △33,735

未払金の増減額（△は減少） △310,840 237,305

その他の流動負債の増減額（△は減少） △261,464 △108,915

その他 112,873 56,874

小計 2,041,328 2,799,783

利息及び配当金の受取額 15,318 1,921

利息の支払額 △126,087 △92,598

法人税等の支払額 △284,811 △375,456

法人税等の還付額 42,792 107,969

保証債務の履行による支出 － △582,000

過年度決算訂正関連費用の支払額 － △169,660

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,688,539 1,689,959

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △403,080 △319,514

無形固定資産の取得による支出 △364,967 △216,049

投資有価証券の売却による収入 82,385 －

関係会社出資金の払込による支出 △41,973 －

連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の払込によ

る収入
－ ※２ 24,140

差入保証金の回収による収入 90,582 59,079

差入保証金の差入による支出 △99,449 △8,028

貸付金の回収による収入 71,988 244,624

その他 △167,051 △19,044

投資活動によるキャッシュ・フロー △831,566 △234,791
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　平成24年５月１日
　至　平成25年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 262,221 △284,500

長期借入れによる収入 1,556,249 1,200,000

長期借入金の返済による支出 △2,189,451 △1,862,067

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

配当金の支払額 △147,099 △135,633

リース債務の返済による支出 △207,294 △280,856

その他 △161,532 △29,033

財務活動によるキャッシュ・フロー △986,907 △1,492,091

現金及び現金同等物に係る換算差額 42 5,366

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △129,891 △31,556

現金及び現金同等物の期首残高 4,833,752 4,708,860

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
5,000 29,575

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,708,860 ※１ 4,706,878
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　11社

主要な連結子会社の名称

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット

株式会社ギガプライズ

株式会社フルスピード

株式会社ベッコアメ・インターネット

株式会社フォーイット

前連結会計年度において持分法適用の範囲に含めていた北京筋斗云科技有限公司は追加出資を行ったこ

とにより、非連結子会社でありました上海賦絡思广告有限公司は重要性が増したため、また、フリービッ

トスマートワークス株式会社については当連結会計年度において新たに設立したため、それぞれ連結の範

囲に含めております。

前連結会計年度において連結子会社でありましたアイ・シンクレント株式会社については、連結子会社

である株式会社ギガプライズが全保有株式を売却したため、連結の範囲から除いております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

無錫自由位科技有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の関連会社数　1社

主要な会社名

北京天地互連飛比特網絡科技有限公司

(2）持分法を適用していない非連結子会社（無錫自由位科技有限公司、飛比特（北京）科技有限公司、

SmartVPS Limited）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しております。

(3）北京筋斗云科技有限公司は、当社が追加出資を行い連結子会社となったため持分法の適用範囲から除外

しております。

(4）北京天地互連飛比特網絡科技有限公司については、決算日が連結決算日と異なる会社のため、関連会社

の四半期決算日（３月31日）現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

連結子会社のうち株式会社ドリーム・トレイン・インターネット、フリービットクラウド株式会社、株

式会社ギガプライズ及び株式会社ESPの決算日は３月31日であります。連結財務諸表の作成にあたって

は、同決算日現在の財務諸表を使用しております。また、北京筋斗云科技有限公司及び上海賦絡思广告有

限公司の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、四半期決算日（３月31日）現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

(イ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(ロ）その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
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ロ．デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

仕掛品・原材料

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

貯蔵品

主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　１～50年

その他　　　　　　　　　　２～17年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売期間（３

年）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、い

ずれか大きい金額を計上しております。自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用

定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については主に貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

一部の連結子会社において、従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、退職給付に係る負債を計上しております。退職給付債務の計算については簡便法を適

用しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替換算差額は損益として処

理しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。
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ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入利息

ハ．ヘッジ方針

金利スワップ取引は、資金調達活動における金利変動リスクの回避を目的としてデリバティブ取引を

行う方針であり、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。また、デリバティブ取引の

実行及び管理は、社内管理規定に従い、担当部門が決裁者の承認を得て行っており、取引状況は月次取

締役会にて報告されております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、特例処理の要件に該当するため、ヘッジ有効性の評価を省略しており

ます。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、その効果の発現する期間（５年～10年）の定額法により償却を行っております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税は、当連結会計年度の費用として処

理しております。

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「販売促進引当金」11,045千円は、金額

的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他の引当金」に含めて表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「販売促進引当金」に表示していた

158,401千円は、「その他の引当金」として組み替えております。

前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基

準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号　平成24年５月17日）の適用に従い、当連結会計年度より、「退職給付に係る負債」として表示しておりま

す。

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「貸倒引当金繰入額」1,323千円は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「貸倒引当金繰入額」に表示して

いた123,644千円は、「その他」として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「販売促進引当金の

増減額」△147,355千円は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他の流動負債

の増減額」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「販売促進引当金の増減額」に表示していた△253,403千円は、「その他の流動負債の増減額」とし

て組み替えております。
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前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含めていた

「法人税等の還付額」107,969千円は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとし

ました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「法人税等の支払額」に表示していた△242,019千円は、「法人税等の支払額」△284,811千円、「法

人税等の還付額」42,792千円として組み替えております。

前連結会計年度において、独立掲記していた「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「子会社株式の取得

による支出」△2,792千円は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含め

て表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っ

ております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「子会社株式の取得による支出」に表示していた△185,221千円は、「その他」として組み替えてお

ります。

前連結会計年度において、独立掲記していた「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取得に

よる支出」△705千円は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表

示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「自己株式の取得による支出」に表示していた△125,413千円は、「その他」として組み替えており

ます。

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年４月30日）
当連結会計年度

（平成26年４月30日）
 
投資有価証券（子会社株式）

投資有価証券（子会社出資金）

投資有価証券（関連会社出資金）
 

 
43,442千円

55,577千円

70,563千円
 

 
43,442千円

7,429千円

43,162千円
 

 

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年４月30日）
当連結会計年度

（平成26年４月30日）
 
連結上相殺消去されている連結子会社株式

建物

土地

投資有価証券（宅地建物取引業法に基づく

営業保証金として）
 

 
－千円 （2,211,017千円）

4,568   

73,320  

10,354 
 

 
 

 
－千円 （2,211,017千円）

4,227   

73,320  

10,208 
 

 
 

上記のうち、（　）内書は連結消去前帳簿価額を示しております。

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年４月30日）
当連結会計年度

（平成26年４月30日）
 
短期借入金

１年内償還予定の社債

社債
 

 
70,000千円 （132,000千円）

100,000  

100,000  
 

 
70,000千円 （132,000千円）

100,000  

－  
 

上記のうち、（　）内書は当座貸越契約額を示しております。
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※３　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（平成25年４月30日）

当連結会計年度
（平成26年４月30日）

2,143,539千円 1,957,014千円

 

※４　資産から直接控除した求償債権に対する貸倒引当金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年４月30日）
当連結会計年度

（平成26年４月30日）

求償債権 －千円 579,000千円

 

※５　債務保証損失引当金

　前連結会計年度に計上していた債務保証損失引当金については、保証債務を全額履行したため取り崩

し、求償債権を取得しております。

６　財務制限条項

短期借入金600,000千円及び長期借入金1,103,500千円（１年内返済予定の長期借入金770,166千円含

む）について財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括

返済する可能性があります。当該条項の主な内容は以下のとおりであります。

(1) 各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結損益計算書における経常損益に関して、損失を計上

しないこと。

(2) 各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の第２四半期

又は本決算期末の連結貸借対照表における純資産の部の金額又は2010年10月末の純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の75％の金額を維持すること。

(3) 各年度の四半期の末日における連結貸借対照表における純有利子負債の金額（「短期借入金」、「長

期借入金」、「１年内返済予定の長期借入金」、「社債」、「１年内償還予定の社債」、「新株予約権

付社債」、「１年内償還予定の新株予約権付社債」、「コマーシャルペーパー」及び「割引手形」の合

計金額から、「現金」及び「預金」の合計金額を控除した金額をいう。）を30億円以下にそれぞれ維持

すること。

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成24年５月１日
　　至　平成25年４月30日）

　当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
　　至　平成26年４月30日）

給与手当 1,837,530千円 1,771,501千円

のれん償却額 871,856 752,979

広告宣伝費 354,492 963,158

貸倒引当金繰入額 110,778 91,791

賞与引当金繰入額 52,141 54,543

退職給付引当金繰入額 15,398 －

退職給付費用 － 14,950

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　平成24年５月１日
　　至　平成25年４月30日）

　当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
　　至　平成26年４月30日）

3,000千円 3,077千円
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※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

　前連結会計年度
（自　平成24年５月１日
　　至　平成25年４月30日）

　当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
　　至　平成26年４月30日）

33,866千円 39,150千円

 

※４　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度（自　平成24年５月１日 至　平成25年４月30日）

①　減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 会社名 金額（千円）

東京都渋谷区 事業用及び業務用電話回線 電話加入権
株式会社ドリーム・トレイン・
インターネット

7,234

東京都渋谷区 課金ツール ソフトウエア仮勘定 株式会社ギガプライズ 519

東京都台東区 事業用サーバ 工具、器具及び備品
株式会社ベッコアメ・インター

ネット
4,290

   合計 12,044

②　減損損失の認識に至った経緯

当連結会計年度において、当初想定していた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

③　資産のグルーピングの方法

原則として、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として

グルーピングを行っております。また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っており

ます。

④　回収可能額の算定方法

回収可能額について、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めない資

産については、回収可能性を零として評価しております。

当連結会計年度（自　平成25年５月１日 至　平成26年４月30日）

①　減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 会社名 金額（千円）

東京都渋谷区
オンラインSEOサービスシス

テム
ソフトウエア 株式会社フルスピード 14,371

東京都台東区 店舗検索・販促システム等
ソフトウエア、営業

権

株式会社ベッコアメ・インター

ネット、株式会社フルスピード
48,038

東京都渋谷区
賃貸家賃クレジットカード

収納サービスシステム
ソフトウエア アイ・シンクレント株式会社 41,458

   合計 103,868

②　減損損失の認識に至った経緯

当連結会計年度において、当初想定していた収益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

③　資産のグルーピングの方法

原則として、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として

グルーピングを行っております。また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っており

ます。

④　回収可能額の算定方法

回収可能額について、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めない資

産については、回収可能性を零として評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 37,244千円 △185千円

組替調整額 △44,262 －

税効果調整前 △7,018 △185

税効果額 2,515 68

その他有価証券評価差額金 △4,502 △116

為替換算調整勘定：   

当期発生額 － 9,643

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 15,508 4,498

その他の包括利益合計 11,005 14,024

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 51,029 20,360,571 － 20,411,600

合計 51,029 20,360,571 － 20,411,600

自己株式     

普通株式　（注）２ 1,390 867,410 － 868,800

合計 1,390 867,410 － 868,800

（注）１．発行済株式総数の当連結会計年度増加株式20,360,571株は、平成24年５月１日付で普通株式１株につき400

株の株式分割を実施したことによるものであります。

　　２．自己株式の当連結会計年度増加株式867,410株は、平成24年５月１日付で普通株式１株につき400株の株式分

割を実施したことによる増加554,610株、取締役会決議による自己株式の取得による増加312,800株でありま

す。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計年
度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計年
度末

提出会社

(親会社)

平成22年新株予約権
普通株式

（注）１
180 71,820 － 72,000 828

平成24年新株予約権
普通株式

（注）２
－ 504,000 － 504,000 2,520

合計 － 180 575,820 － 576,000 3,348

（注）１．平成22年新株予約権の当連結会計年度増加71,820株は、平成24年５月１日付で普通株式１株につき400株の

株式分割を実施したことによるものであります。

　　２．平成24年新株予約権の当連結会計年度増加504,000株は、新株予約権の発行によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月14日

取締役会
普通株式 　148,914 　3,000 平成24年４月30日 平成24年７月12日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年７月11日

取締役会
普通株式 136,799 利益剰余金 7 平成25年４月30日 平成25年７月31日

 

当連結会計年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注） 20,411,600 2,400 － 20,414,000

合計 20,411,600 2,400 － 20,414,000

自己株式     

普通株式 868,800 － － 868,800

合計 868,800 － － 868,800

（注）普通株式の発行済株式総数の増加は、全て新株予約権の行使による増加であります。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計年
度末残高
（千円）

当連結会計年
度期首

当連結会計年
度増加

当連結会計年
度減少

当連結会計年
度末

提出会社

(親会社)

平成22年新株予約権 普通株式 72,000 － － 72,000 828

平成24年新株予約権
普通株式

（注）
504,000 － 504,000 － －

合計 － 576,000 － 504,000 72,000 828

（注）平成24年新株予約権の当連結会計年度減少504,000株は、新株予約権の消却によるものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年７月11日

取締役会
普通株式 136,799 7 平成25年４月30日 平成25年７月31日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月13日

取締役会
普通株式 136,816 利益剰余金 7 平成26年４月30日 平成26年７月16日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

 
現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

流動資産のその他に含まれる預け金
 

 
4,685,302千円

△35,429千円

58,987千円
 

 
4,761,917千円

△55,038千円

－千円
 

 
現金及び現金同等物

 

 
4,708,860千円

 

 
4,706,878千円
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※２　当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　追加出資より新たに北京筋斗云科技有限公司を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに出資金の取得価額と払込による支出（△は収入）は、次のとおりであります。

流動資産

固定資産

流動負債

少数株主持分

段階取得による差損

51,465千円

1,037千円

△31,378千円

△8,027千円

34,800千円

出資金の取得価額

当該取得価額のうち過年度支払額

北京筋斗云科技有限公司現金及び現金同等物

47,897千円

△23,849千円

△48,188千円

差引：出資金の払込による支出（△は収入） △24,140千円

 

　３　重要な非資金取引の内容

 
前連結会計年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

 
ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額
 

 
329,340千円

 

 
455,951千円

 
 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主として、クラウドコンピューティングインフラ及びブロードバンドインフラにおけるサーバ及び通

信設備（工具、器具及び備品）であります。

（イ）無形固定資産

主として、クラウドコンピューティングインフラにおける仮想化用ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達して

おります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金並びに営業債権以外の未収入金は、顧客等の信用リスクに晒されて

おります。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、出資金及び満期保有目的の債券であり、その

一部は市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、一部外貨建てのもの

については、為替の変動リスクに晒されております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）

は子会社取得等の投資に係る資金調達であります。変動金利のものは、金利の変動リスクに晒されており

ますが、一部についてはデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従い、営業債権である受取手形及び売掛金について、担当部門が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており、未収入金についても、受取手形及び売掛金に準

じた管理を行っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っ

ております。

投資有価証券である満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスク

は僅少であります。

デリバティブ取引は、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとん

どないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続

的に見直しております。

一部の連結子会社において、借入金のうち一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息

の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利

用しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、社内管理規定に従い、担当部門が決裁者の承認を得て

行っており、取引状況は、月次取締役会にて報告されております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、同様の管理を行って

おります。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは次表には含まれておりません（（注）２.参照）。

前連結会計年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

(1）現金及び預金 4,685,302 4,685,302 －

(2）受取手形及び売掛金 3,159,885 3,159,885 －

(3）未収入金 1,561,112 1,561,112 －

(4）投資有価証券 810,565 717,005 △93,560

　資産計 10,216,866 10,123,306 △93,560

(1）短期借入金 1,670,000 1,670,000 －

(2）未払金 2,999,618 2,999,618 －

(3）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 4,350,768 4,342,437 △8,330

　負債計 9,020,386 9,012,056 △8,330

 

当連結会計年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

(1）現金及び預金 4,761,917 4,761,917 －

(2）受取手形及び売掛金 2,947,579 2,947,579 －

(3）未収入金 1,545,871 1,545,871 －

(4）投資有価証券 810,403 738,253 △72,150

　資産計 10,065,771 9,993,621 △72,150

(1）短期借入金 1,382,500 1,382,500 －

(2）未払金 3,247,706 3,247,706  

(3）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 3,688,700 3,681,688 △7,011

　負債計 8,318,906 8,311,894 △7,011

　デリバティブ取引（*） － － －

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味債務となる項目について

は（）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金　(2）受取手形及び売掛金　(3）未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4）投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融

機関等から提示された価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下

さい。

負　債

(1）短期借入金　(2）未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(3）長期借入金（１年以内返済予定を含む）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

なお、一部の変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該

金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成25年４月30日）
当連結会計年度

（平成26年４月30日）

非上場株式 　106,852 102,910

出資金 　129,645 53,803

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「資産　(4）投資有価証券」には含まれておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,685,302 － － －

受取手形及び売掛金 3,159,885 － － －

未収入金 1,561,112 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

債券（その他） － － 500,000 300,000

その他有価証券のうち満期の

あるもの
    

国債・地方債等 － 10,000 － －

　合計 9,406,300 10,000 500,000 300,000
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当連結会計年度（平成26年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,761,917 － － －

受取手形及び売掛金 2,947,579 － － －

未収入金 1,545,871 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券     

債券（その他） － － 500,000 300,000

その他有価証券のうち満期の

あるもの
    

国債・地方債等 － 10,000 － －

　合計 9,255,368 10,000 500,000 300,000

 

４．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 1,670,000 － － － － －

社債 100,000 200,000 － － － －

長期借入金 1,819,867 1,664,900 643,233 163,016 53,120 6,630

リース債務 224,114 181,811 118,622 48,939 22,581 37,929

合計 3,813,982 2,046,711 761,856 211,955 75,701 44,559

 

当連結会計年度（平成26年４月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 1,382,500 － － － － －

社債 200,000 － － － － －

長期借入金 2,066,511 1,044,844 517,594 53,120 6,630 －

リース債務 256,469 214,073 144,433 89,221 64,591 40,304

合計 3,905,480 1,258,917 662,028 142,341 71,221 40,304
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成25年４月30日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 800,000 706,440 △93,560

小計 800,000 706,440 △93,560

合　計 800,000 706,440 △93,560

 

当連結会計年度（平成26年４月30日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 800,000 727,850 △72,150

小計 800,000 727,850 △72,150

合　計 800,000 727,850 △72,150
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年４月30日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 76 17 59

(2）債券    

①　国債・地方債等 10,354 9,942 412

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 10,430 9,959 471

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1）株式 134 140 △6

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 134 140 △6

合　計 10,564 10,099 465

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額106,852千円）及び出資金（連結貸借対照表計上額129,645千円）について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記の「その他有価証券」には

含めておりません。

当連結会計年度（平成26年４月30日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（千円）
取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 195 157 38

(2）債券    

①　国債・地方債等 10,208 9,965 242

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 10,403 10,122 280

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合　計 10,403 10,122 280

　（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額102,910千円）及び出資金（連結貸借対照表計上額53,803千円）について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記の「その他有価証券」には

含めておりません。
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３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について14,753千円（その他有価証券の株式14,753千円）減損処理を

行っております。

当連結会計年度において、有価証券について10,117千円（その他有価証券の株式10,117千円）減損処理を

行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前連結会計年度（平成25年４月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（平成26年４月30日）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価（千円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
変動受取・固定支払

長期借入金 150,000 100,000 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、連結子会社であるフリービットクラウド株式会社及び株式会社ギガプライズ

は退職一時金制度を設けているほか、確定拠出型の制度として、当社、連結子会社である株式会社ドリー

ム・トレイン・インターネット及び株式会社ギガプライズは、確定拠出年金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

(1)

(2)

退職給付債務

退職給付引当金

13,501

13,501

千円

 

（注）退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

(1)

(2)

勤務費用

その他

5,957

27,647

千円

 

(3) 退職給付費用 33,604  

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1）勤務費用」に計上しております。

２．その他につきましては、確定拠出年金への掛金支払額であります。

当連結会計年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、連結子会社であるフリービットクラウド株式会社及び株式会社ギガプライズ

は退職一時金制度を設けているほか、確定拠出型の制度として、当社、連結子会社である株式会社ドリー

ム・トレイン・インターネット、株式会社ギガプライズ及びフリービットスマートワークス株式会社は、

確定拠出年金制度を設けております。

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

退職給付に係る負債の期首残高

退職給付費用

退職給付の支払額

13,501

5,391

△3,083

千円

 

 

 

 退職給付に係る負債の期末残高 15,809   

 

(2) 退職給付債務と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

 非積立型制度の退職給付債務 15,809千円  

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 15,809   

 

 退職給付に係る負債 15,809   

 連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 15,809   

 

(3) 退職給付費用

 簡便法で計算した退職給付費用 5,391千円

 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、24,322千円でありました。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

　提出会社

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
当社役員　　３名
当社従業員　54名

ストック・オプションの数 普通株式　　360,000株（注１、４）

付与日 平成18年12月４日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 （注３）

権利行使期間
自　平成20年７月28日
至　平成25年７月27日

　（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．①対象者は、当社株式が日本国内の証券取引所に上場された日より６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の

開始日のいずれか遅い方の日以後においてのみ、新株予約権を行使することができる。

②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員その他これに準ずる地位に

あると当社の取締役会が認めたことを要する。ただし、任期満了により取締役を退任した場合、定年退職

その他正当な理由のある場合として当社の取締役会が認めた場合にはこの限りではない。

③その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３．対象勤務期間に関する定めはありません。

４．ストック・オプションに記載された株式数は、平成19年12月１日付株式分割（株式１株につき３株）及び平

成24年５月１日付株式分割（株式１株につき400株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　連結子会社

会社名 株式会社フルスピード 株式会社フルスピード

付与対象者の区分及び数
取締役 ２名
監査役 １名
従業員　44名

従業員 66名

ストック・オプションの数 普通株式　 535,000株（注） 普通株式　 165,000株（注）

付与日 平成18年３月27日 平成18年７月28日

権利確定条件

付与日（平成18年３月27日）以降、権

利確定日（平成20年４月１日）まで継

続して勤務していること。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他正

当な理由ある場合及び当社の取締役会

が別途承認した場合はこの限りではな

い。

付与日（平成18年７月28日）以降、権

利確定日（平成20年８月１日）まで継

続して勤務していること。ただし、任

期満了による退任、定年退職その他正

当な理由ある場合及び当社の取締役会

が別途承認した場合はこの限りではな

い。

対象勤務期間
自　平成18年３月27日

至　平成20年４月１日

自　平成18年７月28日

至　平成20年８月１日

権利行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成27年７月31日

自　平成20年８月１日

至　平成27年７月31日

（注）１．ストック・オプションの数は、株式数に換算して記載しております。なお、平成25年11月１日付株式分割

（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　　　２．全てのストック・オプションは権利行使又は失効により、当連結会計年度末において未行使残はありませ

ん。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につい

ては、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

提出会社

 平成18年ストック・オプション

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末 －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末 134,400

権利確定  －

権利行使  2,400

失効  132,000

未行使残  －

 

連結子会社

会社名 株式会社フルスピード 株式会社フルスピード

権利確定前 （株）   

前連結会計年度末 － －

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  － －

権利確定後 （株）   

前連結会計年度末 1,000 2,000

権利確定  － －

権利行使  1,000 1,000

失効  － 1,000

未行使残  － －

（注）平成25年11月１日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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②　単価情報

提出会社

 平成18年ストック・オプション

権利行使価格 （円） 200,000

行使時平均株価 （円） 241,200

付与日における公正な評価単価（円） －

（注）１．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与日時点において、当社は株式を証券取引所に上場していないことから、ストッ

ク・オプションの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。また、

単位当たりの本源的価値の見積方法は、当社株式の評価額から権利行使価格を控除する方法で算定してお

り、当社株式の評価方法は、取引事例基準法によっております。

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

連結子会社

会社名 株式会社フルスピード 株式会社フルスピード

権利行使価格 （円） 157 300

行使時平均株価 （円） 1,174 1,174

付与日における公正な評価単価（円） － －

（注）１．平成25年11月１日付株式分割（１株につき100株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

３．当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプ

ションの権利行使日における本源的価値の合計額

①　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円

②　当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

額　　　　　874千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（平成25年４月30日）

 
当連結会計年度
（平成26年４月30日）

 
繰延税金資産

税務上の繰越欠損金

貸倒引当金繰入超過額

未払賞与及び賞与引当金

未払事業税

債務保証損失引当金

投資有価証券評価損

その他
 

 
  

2,059,037千円

258,896 

57,650 

22,792 

207,424 

458,393 

236,001 
 

 
 

  

1,754,976千円

409,556 

53,393 

22,324 

－ 

453,655 

167,585 
  

繰延税金資産小計

評価性引当額
 

 
3,300,195 

△2,650,637 
 

 
 

2,861,491 

△2,514,531 
  

繰延税金資産合計
 

 
649,558 

 

 
 

346,959 
  

繰延税金負債

固定資産圧縮額

その他有価証券評価差額金

その他
 

 
  

△8,562 

△15,363 

△50,447 
 

 
 

  

△7,065 

△15,294 

△19,265 
  

繰延税金負債合計
 

 
△74,374 

 

 
 

△41,626 
  

繰延税金資産（負債）の純額
 

 
575,184 

 

 
 

305,333 
 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結財務諸表の以下の項目に含まれており

ます。

 
前連結会計年度
（平成25年４月30日）

 
当連結会計年度
（平成26年４月30日）

 
流動資産－繰延税金資産

固定資産－繰延税金資産

固定負債－繰延税金負債
 

 
463,257千円

133,897 

21,970 
 

 
 

282,522千円

43,287 

20,476 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（平成25年４月30日）

 
当連結会計年度
（平成26年４月30日）

 
法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割等

のれん償却額

持分法による投資損益

評価性引当額

その他
 

 
38.0％

  

△3.7 

△8.0 

△84.2 

△31.4 

90.8 

△10.0 
 

 
 

38.0％

  

1.4 

2.1 

26.2 

1.8 

△12.0 

1.4 
  

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

 
△8.5 

 

 
 

58.8 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当

連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年５月１日に開始

する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について従来の38.0％から35.6％に変更されています。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

当社グループは、オフィス、店舗及びデータセンターの不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復

に係る債務を有しております。資産除去債務の会計処理にあたっては、「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）第９項の規定を採用しております。そのため、当該

資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めな

いと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計上する方法を採

用しております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社グループは、取り扱うサービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ております。したがって、当社グループは、サービスを基礎としたセグメントから構成されており、「ブ

ロードバンドインフラ」「クラウドコンピューティングインフラ」「アドテクノロジーインフラ」「次世

代インターネット・ユビキタスインフラ」及び「B2C」の５つを報告セグメントとしております。

「ブロードバンドインフラ」は、ISP事業者向けにネットワークサービスを提供しております。「クラ

ウドコンピューティングインフラ」は、独自の仮想化技術によるクラウド系サービス等を提供しておりま

す。「アドテクノロジーインフラ」は、Webマーケティングなどを中心に、企業のWeb戦略支援等を行って

おります。「次世代インターネット・ユビキタスインフラ」は、ユビキタス家電の開発／販売、ライセン

ス提供等を行っております。「B2C」は、個人向けにインターネット接続サービス等を提供しておりま

す。

当連結会計年度より、「SI」に関しましては、量的な重要性が減少したため「その他」に含めて記載す

る方法に変更しております。なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度の報告セグメン

トの区分に基づき作成したものを開示しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と一致しております。

報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部利益又は振替高は、市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

 ブロードバン
ドインフラ

クラウドコン
ピューティン
グインフラ

アドテクノロジ
ーインフラ

次世代インタ
ーネット・ユ
ビキタスイン
フラ

B2C

売上高      

外部顧客への売上高 6,031,431 2,133,265 7,409,075 156,420 4,396,319

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,559,878 181,777 64,448 793 2,088

計 7,591,309 2,315,042 7,473,523 157,213 4,398,408

セグメント利益又は損失（△） 938,847 △39,087 430,655 △296,317 598,639

セグメント資産 2,115,652 2,509,123 2,374,546 88,545 2,391,908

その他の項目      

減価償却費 106,968 280,610 87,230 7,048 25,850

のれんの償却額 39,867 18,851 5,695 － 159,018

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
92,532 472,172 238,212 － 69,173

 

     

 その他 合計
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

売上高     

外部顧客への売上高 533,558 20,660,070 － 20,660,070

セグメント間の内部売上高

又は振替高
62,894 1,871,880 △1,871,880 －

計 596,453 22,531,950 △1,871,880 20,660,070

セグメント利益又は損失（△） △83,136 1,549,601 △613,731 935,869

セグメント資産 324,936 9,804,713 8,065,104 17,869,818

その他の項目     

減価償却費 10,901 518,609 △4,124 514,485

のれんの償却額 37,724 261,156 610,699 871,856

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
58,134 930,225 183,075 1,113,300

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△613,731千円には、のれん償却額△610,699千円及びその他の連

結調整額△3,032千円が含まれております。

(2）セグメント資産の調整額8,065,104千円には、現金及び預金4,685,302千円、のれん3,489,289千円、研修

施設205,031千円及びその他の連結調整額△314,519千円が含まれております。

(3）減価償却費の調整額△4,124千円は、未実現利益の調整に係る金額であります。

(4）のれんの償却額の調整額610,699千円は、各報告セグメントに配分していないのれんの償却額でありま

す。

(5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額183,075千円は、研修施設205,434千円及び未実現利益の

調整額△22,359千円であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額及び減価償却費には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれ

ております。

当連結会計年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

 ブロードバン
ドインフラ

クラウドコン
ピューティン
グインフラ

アドテクノロジ
ーインフラ

次世代インタ
ーネット・ユ
ビキタスイン
フラ

B2C

売上高      

外部顧客への売上高 5,918,949 2,030,519 7,404,163 31,189 5,059,442

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,846,700 186,393 34,511 4,461 2,911

計 7,765,650 2,216,913 7,438,675 35,650 5,062,354

セグメント利益又は損失（△） 811,317 △74,076 566,206 △230,020 845,955

セグメント資産 2,037,116 2,221,965 2,070,937 201,266 2,295,611

その他の項目      

減価償却費 146,952 312,940 90,256 7,920 32,830

のれんの償却額 21,862 16,876 － － 77,380

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
341,068 358,639 159,410 1,002 82,731

 

     

 その他 合計
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２

売上高     

外部顧客への売上高 221,102 20,665,366 － 20,665,366

セグメント間の内部売上高

又は振替高
17,203 2,092,183 △2,092,183 －

計 238,305 22,757,549 △2,092,183 20,665,366

セグメント利益又は損失（△） 5,912 1,925,294 △604,497 1,320,797

セグメント資産 297,362 9,124,259 7,608,375 16,732,635

その他の項目     

減価償却費 7,562 598,461 △5,316 593,145

のれんの償却額 － 116,119 636,860 752,979

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
2,674 945,526 70,096 1,015,623

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益又は損失（△）の調整額△604,497千円には、のれん償却額△636,860千円、貸倒引当金の

組替額18,266千円及びその他の連結調整額14,096千円が含まれております。

(2）セグメント資産の調整額7,608,375千円には、現金及び預金4,761,917千円、のれん2,855,392千円、研修

施設283,415千円及びその他の連結調整額△292,348千円が含まれております。

(3）減価償却費の調整額△5,316千円は、未実現利益の調整に係る金額であります。

(4）のれんの償却額の調整額636,860千円は、各報告セグメントに配分していないのれんの償却額でありま

す。
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(5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額70,096千円は、研修施設75,107千円及び未実現利益の調

整額△5,010千円であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．有形固定資産及び無形固定資産の増加額及び減価償却費には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれ

ております。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成24年５月１日 至 平成25年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域に関する情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社Hi-Bit 2,068,349 ブロードバンドインフラ

 

当連結会計年度（自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域に関する情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略して

おります。

EDINET提出書類

フリービット株式会社(E05680)

有価証券報告書

 76/101



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年５月１日 至 平成25年４月30日）

     （単位：千円）

 
ブロードバンド
インフラ

クラウドコンピ
ューティング
インフラ

アドテクノロジー
インフラ

次世代インター
ネット・ユビキ
タスインフラ

B2C

減損損失 － 4,290 － － 7,234

 

    

 その他 全社・消去 合計

減損損失 519 － 12,044

（注）「その他」の金額は、SI事業に係る減損損失であります。

 

当連結会計年度（自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日）

     （単位：千円）

 
ブロードバンド
インフラ

クラウドコンピ
ューティング
インフラ

アドテクノロジー
インフラ

次世代インター
ネット・ユビキ
タスインフラ

B2C

減損損失 － 41,705 20,704 － －

 

    

 その他 全社・消去 合計

減損損失 41,458 － 103,868

（注）「その他」の金額は、賃貸家賃クレジットカード収納サービスに係る減損損失であります。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年５月１日 至 平成25年４月30日）

     （単位：千円）

 
ブロードバンド
インフラ

クラウドコンピ
ューティング
インフラ

アドテクノロジー
インフラ

次世代インター
ネット・ユビキ
タスインフラ

B2C

当期償却額 39,867 18,851 5,695 － 159,018

当期末残高 24,772 49,844 0 － 106,986

 

    

 その他 全社・消去 合計

当期償却額 37,724 610,699 871,856

当期末残高 － 3,489,289 3,670,893

（注）「その他」の金額は、テレコミュニケーション事業に係る金額であります。また、「全社・消去」の金額は、連

結調整勘定に係る金額であります。
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当連結会計年度（自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日）

     （単位：千円）

 
ブロードバンド
インフラ

クラウドコンピ
ューティング
インフラ

アドテクノロジー
インフラ

次世代インター
ネット・ユビキ
タスインフラ

B2C

当期償却額 21,862 16,876 － － 77,380

当期末残高 2,910 12,533 0 － 29,605

 

    

 その他 全社・消去 合計

当期償却額 － 636,860 752,979

当期末残高 － 2,855,392 2,900,441

（注）「全社・消去」の金額は、連結調整勘定に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年５月１日 至 平成25年４月30日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日）

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

 
１株当たり純資産額
 

 
303.96円

 

 
309.15円

 
 
１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）
 

 
△9.44円

 

 
12.06円

 

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
 

 
－円

 

 
11.99円

 
（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額
  

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円）
△185,530 235,783

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純

損失金額（△）（千円）
△185,530 235,783

普通株式の期中平均株式数（株） 19,644,708 19,544,694

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － 1,103

（うち持分変動損失（千円）） (－) (1,103)

普通株式増加数（株） － 29,623

（うち新株予約権（株）） (－) (29,623)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

－ －
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（重要な後発事象）

１．共通支配下の取引等

当社の連結子会社である株式会社ドリーム・トレイン・インターネット及びフリービットクラウド株式会

社は、平成26年２月24日に締結された合併契約に基づき、株式会社ドリーム・トレイン・インターネットが

フリービットクラウド株式会社を平成26年５月１日付で吸収合併いたしました。

(1）取引の概要

①　対象となった事業の名称及びその事業内容

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット

（事業の内容：インターネット接続サービス）

フリービットクラウド株式会社

（事業の内容：データセンターサービス）

②　企業結合日

平成26年５月１日

③　企業結合の法的形式

株式会社ドリーム・トレイン・インターネットを吸収合併承継会社、フリービットクラウド株式会社

を吸収合併消滅会社とする吸収合併

④　企業結合後の名称

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット

⑤　その他取引の概要に関する事項

本合併につきましては、スマートフォンキャリア事業参入に必要なリソースの集約によるモバイル事

業強化を目的としております。

(2）実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日公表

分）に基づき、共通支配下の取引として処理いたします。

２．第三者割当による行使価額修正条項付第２回新株予約権の発行

連結子会社の株式会社フルスピードにおいて、平成26年７月23日開催の取締役会にて、以下の通り第三者

割当による行使価額修正条項付第２回新株予約権を発行し、割当先との間で株式会社フルスピード第２回新

株予約権買取契約を締結することを決議いたしました。

(1）新株予約権の目的である株式の種類及び数　株式会社フルスピード普通株式 2,400,000株

(2）新株予約権の個数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,000個

(3）発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　本新株予約権１個当たり　　　　　　 596円

(4）発行価額の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,304千円

(5）当該発行による潜在株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,400,000株

上限行使価額はありません。

下限行使価額は566円ですが、下限行使価額においても、潜在株式数は2,400,000株です。

(6）資金調達の額（新株予約権の行使に際して出資される財産の価額）　　　　 2,260,800千円

(7）行使価額及び行使価額の修正条件

当初行使価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 942円

行使価額は、平成26年８月12日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の東京証券

取引所における株式会社フルスピード普通株式の普通取引の売買加重平均価格の92％に相当する金額に修

正されますが、その価額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、修正後の行使価額は下限行使価額

とします。

(8）募集又は割当方法　　　　　　　　　　　　第三者割当の方法

(9）発行期日　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年８月11日

(10)行使期間　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年８月12日～平成29年８月11日

(11)割当先　　　　　　　　　　　　　　　　　大和証券株式会社
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(12)使途

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

①　戦略領域における企画・開発・販売・運用に対するシステム

投資や人件費、マーケティング費用、その他付随費用
1,000,000 平成26年11月～平成31年10月

②　アドネットワーク関連における国内新規事業創出に関する投

資、開発資金及びＭ＆Ａ資金
700,000 平成26年11月～平成31年10月

③　中国や東南アジア諸国における事業展開に伴う人件費、マー

ケティング費用、事業提携に関する投資及びその付随費用
500,000 平成27年５月～平成32年５月

※当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額であります。

(13)その他

株式会社フルスピードは、大和証券株式会社との間で、金融商品取引法に基づく届出効力発生後に、本

新株予約権買取契約書を締結しております。本新株予約権買取契約書において、大和証券株式会社は、同

社の事前の同意がない限り、本新株予約権を同社以外の第三者に譲渡することができない旨が定められて

おります。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

担保 償還期限

フリービット株式会社  第３回無担保社債 平成21年12月30日
200,000

(100,000)

100,000

(100,000)
0.32 あり 平成26年12月30日

株式会社ベッコアメ・イ

ンターネット
第２回無担保社債 平成21年７月30日

100,000

－

100,000

(100,000)
1.20 なし 平成26年７月30日

合計 － －
300,000

(100,000)

200,000

(200,000)
－ － －

　（注）１．（　）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は、以下のとおりであります。

１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

200,000 － － － －

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,670,000 1,382,500 1.03 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,819,867 2,066,511 1.47 －

１年以内に返済予定のリース債務 224,114 256,469 1.36 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,530,900 1,622,188 1.23 平成27年～平成31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 409,883 552,624 0.77 平成27年～平成33年

合計 6,654,766 5,880,294  － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 1,044,844 517,594 53,120 6,630

リース債務 214,073 144,433 89,221 64,591

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 5,252,766 10,395,086 15,382,387 20,665,366

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
62,354 307,210 602,391 909,815

四半期（当期）純利益金額又

は四半期純損失金額（△）

（千円）

△64,428 50,483 167,448 235,783

１株当たり四半期（当期）純

利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）（円）

△3.30 2.58 8.57 12.06

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△3.30 5.88 5.98 3.50
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年４月30日)
当事業年度

(平成26年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 689,043 730,719

売掛金 ※２ 1,062,013 ※２ 961,208

商品 7,394 67,466

貯蔵品 1,373 2,909

前渡金 － 90,679

前払費用 136,314 145,001

繰延税金資産 40,318 28,882

未収入金 ※２ 91,696 ※２ 93,139

短期貸付金 ※２ 244,849 ※２ 541,849

1年内回収予定の長期貸付金 ※２ 456,944 ※２ 177,350

その他 ※２ 29,529 ※２ 143,883

貸倒引当金 △101,846 △92,026

流動資産合計 2,657,631 2,891,063

固定資産   

有形固定資産   

建物 90,696 158,112

構築物 1,640 6,729

工具、器具及び備品 14,717 17,012

土地 162,135 162,135

リース資産 410,513 645,081

建設仮勘定 2,598 －

有形固定資産合計 682,301 989,072

無形固定資産   

のれん － 19,166

ソフトウエア 83,817 100,291

リース資産 22,111 17,219

その他 10,124 4,590

無形固定資産合計 116,053 141,268

投資その他の資産   

投資有価証券 23,416 23,424

関係会社株式 ※１ 11,368,446 ※１ 11,381,238

関係会社出資金 87,200 85,928

関係会社長期貸付金 177,350 －

破産更生債権等 6,470 3,961

長期前払費用 35,916 46,628

差入保証金 221,539 171,750

その他 49 49

貸倒引当金 △6,517 △3,961

投資その他の資産合計 11,913,873 11,709,020

固定資産合計 12,712,228 12,839,360

資産合計 15,369,859 15,730,424
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年４月30日)
当事業年度

(平成26年４月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,180 610

短期借入金 ※２ 5,834,375 ※２ 6,169,124

1年内返済予定の長期借入金 1,276,799 1,564,410

リース債務 171,438 230,756

未払金 ※２ 713,790 ※２ 788,967

未払費用 100,692 95,771

未払法人税等 38,298 6,290

預り金 178,450 17,262

その他 ※１ 119,867 ※１ 119,382

流動負債合計 8,435,893 8,992,577

固定負債   

社債 ※１ 100,000 －

長期借入金 1,649,824 1,093,213

リース債務 268,335 438,329

繰延税金負債 7,433 5,315

その他 31,721 45,516

固定負債合計 2,057,316 1,582,375

負債合計 10,493,209 10,574,952

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,045,085 3,045,685

資本剰余金   

資本準備金 1,673,302 1,673,902

資本剰余金合計 1,673,302 1,673,902

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 13,962 12,331

繰越利益剰余金 629,705 911,470

利益剰余金合計 643,668 923,802

自己株式 △488,747 △488,747

株主資本合計 4,873,308 5,154,642

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6 0

評価・換算差額等合計 △6 0

新株予約権 3,348 828

純資産合計 4,876,650 5,155,471

負債純資産合計 15,369,859 15,730,424
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年５月１日
　至　平成25年４月30日)

当事業年度
(自　平成25年５月１日
　至　平成26年４月30日)

売上高 ※１ 7,179,588 ※１ 7,210,437

売上原価 ※１ 5,659,474 ※１ 5,667,741

売上総利益 1,520,113 1,542,695

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,243,925 ※１,※２ 1,342,573

営業利益 276,188 200,122

営業外収益   

受取利息 ※１ 22,120 ※１ 15,019

受取配当金 ※１ 199,415 ※１ 474,681

その他 ※１ 8,911 ※１ 24,981

営業外収益合計 230,447 514,682

営業外費用   

支払利息 ※１ 145,441 ※１ 138,747

社債利息 1,043 486

貸倒引当金繰入額 22,547 －

その他 19,910 ※１ 18,809

営業外費用合計 188,942 158,043

経常利益 317,693 556,761

特別利益   

新株予約権戻入益 － 2,520

特別利益合計 － 2,520

特別損失   

過年度決算訂正関連費用 － ※１ 75,478

関係会社出資金評価損 194,276 40,979

その他 6,024 10,262

特別損失合計 200,300 126,719

税引前当期純利益 117,392 432,561

法人税、住民税及び事業税 76,817 6,311

法人税等調整額 4,287 9,316

法人税等合計 81,104 15,627

当期純利益 36,288 416,933
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【事業原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当事業年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  742,123 13.2 587,334 10.4

Ⅱ　経費 ※１ 4,893,906 86.8 5,050,491 89.6

　当期事業原価  5,636,029 100.0 5,637,825 100.0

 

前事業年度
（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当事業年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

※１　経費の主な内訳 ※１　経費の主な内訳
 

通信回線利用料 3,353,954千円

支払賃借料 433,920 

減価償却費 195,063 

業務委託費 497,560 
 

 
通信回線利用料 3,121,771千円

支払賃借料 494,075 

減価償却費 265,851 

業務委託費 759,483 
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,045,085 1,673,302 1,673,302 16,576 739,717 756,294 △364,327 5,110,354

当期変動額         

剰余金の配当     △148,914 △148,914  △148,914

当期純利益     36,288 36,288  36,288

自己株式の取得       △124,419 △124,419

固定資産圧縮積立金の取崩    △2,614 2,614 －  －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － △2,614 △110,011 △112,625 △124,419 △237,045

当期末残高 3,045,085 1,673,302 1,673,302 13,962 629,705 643,668 △488,747 4,873,308

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △45 △45 828 5,111,137

当期変動額     

剰余金の配当    △148,914

当期純利益    36,288

自己株式の取得    △124,419

固定資産圧縮積立金の取崩    －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

39 39 2,520 2,559

当期変動額合計 39 39 2,520 △234,486

当期末残高 △6 △6 3,348 4,876,650
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当事業年度（自　平成25年５月１日　至　平成26年４月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
固定資産圧
縮積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,045,085 1,673,302 1,673,302 13,962 629,705 643,668 △488,747 4,873,308

当期変動額         

新株の発行 600 600 600     1,200

剰余金の配当     △136,799 △136,799  △136,799

当期純利益     416,933 416,933  416,933

固定資産圧縮積立金の取崩    △1,630 1,630 －  －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 600 600 600 △1,630 281,765 280,134 － 281,334

当期末残高 3,045,685 1,673,902 1,673,902 12,331 911,470 923,802 △488,747 5,154,642

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 △6 △6 3,348 4,876,650

当期変動額     

新株の発行    1,200

剰余金の配当    △136,799

当期純利益    416,933

固定資産圧縮積立金の取崩    －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

6 6 △2,520 △2,513

当期変動額合計 6 6 △2,520 278,821

当期末残高 0 0 828 5,155,471
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(2）貯蔵品

主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物（附属設備を除く）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～47年

構築物　　　　　　　10～45年

工具、器具及び備品　４～14年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替換算差額は損益として処理

しております。

(2）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税は、当事業年度の費用として処理し

ております。

（表示方法の変更）

（単体簡素化に伴う財規第127条の適用及び注記の免除等に係る表示方法の変更）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務

諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の

注記に変更しております。

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。
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・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略

しております。

（貸借対照表）

前事業年度において、独立掲記していた「固定負債」の「関係会社投資損失引当金」7,406千円は、重要性

が乏しくなったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。

（損益計算書）

前事業年度において、独立掲記していた「特別損失」の「関係会社投資損失引当金繰入額」7,406千円は、

重要性が乏しくなったため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年４月30日）
当事業年度

（平成26年４月30日）

関係会社株式 2,211,017千円 2,211,017千円

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年４月30日）
当事業年度

（平成26年４月30日）

１年内償還予定の社債

社債

100,000千円

100,000

100,000千円

－

 

※２　関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（平成25年４月30日）
当事業年度

（平成26年４月30日）

短期金銭債権

短期金銭債務

713,864千円

4,624,809

1,000,150千円

5,523,426

 

EDINET提出書類

フリービット株式会社(E05680)

有価証券報告書

 91/101



　３　偶発債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入残高等に対し債務保証を行っております。

保証債務

前事業年度
（平成25年４月30日）

当事業年度
（平成26年４月30日）

 
株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット
550,000千円

株式会社フルスピード 465,000

株式会社ベッコアメ・インターネット 182,002
 

 
株式会社ドリーム・トレイン・インター

ネット
580,000千円

株式会社フルスピード 505,000

株式会社ベッコアメ・インターネット 130,128
 

 

計 1,197,002
 

 

計 1,215,128
 

 

　４　財務制限条項

短期借入金600,000千円及び長期借入金1,103,500千円（１年内返済予定の長期借入金770,166千円含

む）について財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基づき、借入金を一括

返済する可能性があります。当該条項の主な内容は以下のとおりであります。

(1）各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結損益計算書における経常損益に関して、損失を計上

しないこと。

(2）各年度の第２四半期・本決算期末の連結貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の第２四半期

又は本決算期末の連結貸借対照表における純資産の部の金額又は2010年10月末の純資産の部の金額のい

ずれか大きい方の75％の金額を維持すること。

(3）各年度の四半期の末日における連結貸借対照表における純有利子負債の金額（「短期借入金」、「長

期借入金」、「１年内返済予定の長期借入金」、「社債」、「１年内償還予定の社債」、「新株予約権

付社債」、「１年内償還予定の新株予約権付社債」、「コマーシャルペーパー」及び「割引手形」の合

計金額から、「現金」及び「預金」の合計金額を控除した金額をいう。）を30億円以下にそれぞれ維持

すること。

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成24年５月１日
至　平成25年４月30日）

当事業年度
（自　平成25年５月１日
至　平成26年４月30日）

 
売上高

売上原価

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引高
 

 
1,751,024千円

620,382  

81,454

282,671

 

 
 

 
2,026,694千円

804,392  

137,676

568,364

 

 
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成24年５月１日
　　至　平成25年４月30日）

　当事業年度
（自　平成25年５月１日
　　至　平成26年４月30日）

給与手当 418,263千円 444,004千円

地代家賃 73,467 134,666

業務委託費 99,518 145,642

減価償却費 35,029 41,859

貸倒引当金繰入額 59,173 3,152

 

販売費に属する費用のおおよその割合 2.4％ 4.1％

一般管理費に属する費用のおおよその割合 97.6 95.9
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成25年４月30日）

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 2,586,091 2,379,393 △206,698

合計 2,586,091 2,379,393 △206,698

 

当事業年度（平成26年４月30日）

区分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

子会社株式 2,588,884 7,379,130 4,790,246

合計 2,588,884 7,379,130 4,790,246

 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：千円）

　区分 前事業年度（平成25年４月30日） 当事業年度（平成26年４月30日）

子会社株式 8,782,354 8,792,354

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社

株式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年４月30日）
 

当事業年度
（平成26年４月30日）

 
繰延税金資産

税務上の繰越欠損金

貸倒引当金

商品評価損

関係会社出資金評価損

減価償却超過額

差入保証金償却

未払賞与

その他
 

 
  

－千円

38,486 

4,826 

136,901 

1,211 

6,671 

26,275 

17,264 
 

 
 

  

3,030千円

33,763 

4,639 

153,493 

7,499 

7,770 

22,538 

9,129 
 

 
繰延税金資産小計

評価性引当額
 

 
231,638 

△190,185 
 

 
 

241,862 

△210,006 
  

繰延税金資産合計
 

 
41,452 

 

 
 

31,856 
  

繰延税金負債

固定資産圧縮額

その他
 

 
  

△8,562 

△4 
 

 
 

  

△7,065 

△1,223 
  

繰延税金負債合計
 

 
△8,567 

 

 
 

△8,288 
  

繰延税金資産の純額
 

 
32,884 

 

 
 

23,567 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目の内訳

 
前事業年度

（平成25年４月30日）
 

当事業年度
（平成26年４月30日）

 
法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割等

評価性引当額

その他
 

 
38.0％

  

1.8 

△67.4 

6.8 

84.5 

5.5 
 

 
 

38.0％

  

0.5 

△41.7 

1.5 

4.6 

0.8 
  

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

 
69.1 

 

 
 

3.6 
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年５月１日に開始する事業

年度に解消が見込まれる一時差異について従来の38.0％から35.6％に変更されています。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
期首帳簿価額
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

期末帳簿価額
（千円）

減価償却
累計額
（千円）

期末取得原価
（千円）

有

形

固

定

資

産

建物 90,696 81,720 413 13,889 158,112 118,939 277,051

構築物 1,640 5,674 － 585 6,729 4,135 10,864

工具、器具及び備品 14,717 9,065 41 6,728 17,012 78,112 95,125

土地 162,135 － － － 162,135 － 162,135

リース資産 410,513 452,354 － 217,785 645,081 444,154 1,089,236

建設仮勘定 2,598 － 2,598 － － － －

計 682,301 548,814 3,054 238,989 989,072 645,341 1,634,413

無

形

固

定

資

産

のれん － 23,000 － 3,833 19,166 3,833 23,000

ソフトウエア 83,817 49,776 2,401 30,901 100,291 46,621 146,912

リース資産 22,111 3,597 － 8,489 17,219 24,803 42,023

その他 10,124 － 5,250 283 4,590 1,278 5,868

計 116,053 76,374 7,651 43,508 141,268 76,536 217,804

長期前払費用 35,916 36,675 － 25,964 46,628 109,721 156,350

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 研修施設 77,706千円

リース資産（有形） MVNOサービス用通信設備等 296,848 

リース資産（有形） クラウドサービス用サーバ設備等 152,593 

のれん システム開発事業 23,000 

ソフトウエア MVNOサービス用顧客管理及び運用管理ソフトウエア 27,834 

 

【引当金明細表】

科目
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 108,363 1,714 14,089 95,988

販売促進引当金 921 268 830 360

関係会社投資損失引当金 5,573 7,406 5,573 7,406

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 ７月中

基準日 ４月30日

剰余金の配当の基準日 10月31日、４月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

公告掲載URL

http://www.freebit.com/ir/koukoku/

株主に対する特典

毎年４月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された100株以上を保有する株主を

対象に、次の株主優待を実施する。

①　当社グループ会社である株式会社ドリーム・トレイン・インターネット（以下、

「DTI」という。）の「Ubicプラン」を最大１年間無料で利用できる権利を贈呈。

②　DTIの「ServersMan SIM LTE」サービスを最大１年間株主優待価格で利用できる権

利を贈呈。

③　freebit mobile新規契約時、初期費用を無料で提供。

④　freebit mobileスマートフォン「PandA」の株主限定専用保護ケースを贈呈。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第13期）（自　平成24年５月１日　至　平成25年４月30日）平成25年７月31日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告及びその添付書類

平成25年７月31日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第14期第１四半期）（自　平成25年５月１日　至　平成25年７月31日）平成25年９月13日関東財務局長に提出

（第14期第２四半期）（自　平成25年８月１日　至　平成25年10月31日）平成25年12月13日関東財務局長に提出

（第14期第３四半期）（自　平成25年11月１日　至　平成26年１月31日）平成26年３月14日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成25年８月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における決議事項）に基づく臨時報告書

であります。

(5）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第11期）（自　平成22年５月１日　至　平成23年４月30日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

事業年度（第12期）（自　平成23年５月１日　至　平成24年４月30日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

(6）内部統制報告書の訂正報告書

事業年度（第11期）（自　平成22年５月１日　至　平成23年４月30日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

事業年度（第12期）（自　平成23年５月１日　至　平成24年４月30日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

(7）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

（第11期第２四半期）（自　平成22年８月１日　至　平成22年10月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第11期第３四半期）（自　平成22年11月１日　至　平成23年１月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第12期第１四半期）（自　平成23年５月１日　至　平成23年７月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第12期第２四半期）（自　平成23年８月１日　至　平成23年10月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第12期第３四半期）（自　平成23年11月１日　至　平成24年１月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第13期第１四半期）（自　平成24年５月１日　至　平成24年７月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第13期第２四半期）（自　平成24年８月１日　至　平成24年10月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

（第13期第３四半期）（自　平成24年11月１日　至　平成25年１月31日）平成25年７月26日関東財務局長に提出

EDINET提出書類

フリービット株式会社(E05680)

有価証券報告書

 97/101



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  
 

   平成26年７月30日

フリービット株式会社    
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北方　宏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山澄　直史　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるフリービット株式会社の平成25年５月１日から平成26年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フ

リービット株式会社及び連結子会社の平成26年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、フリービット株式会社の平成

26年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、フリービット株式会社が平成26年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は開示すべき重要な不備があ

るため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  
 

   平成26年７月30日

 
フリービット株式会社    
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北方　宏樹　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山澄　直史　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるフリービット株式会社の平成25年５月１日から平成26年４月30日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、フリー

ビット株式会社の平成26年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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